
再評価結果（令和2年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課
担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道464号北千葉道路 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
き た ち ば ど う ろ

区分 主体 関東地方整備局

千葉県

起終点 自：千葉県印西市若萩 延長 9.8km
いんざいしわかはぎ

至：千葉県成田市押畑 直轄：5.6km
な り た しおしはた

県 ：4.2km
事業概要
一般国道464号は、千葉県市川市から成田市までの延長約43kmの主要幹線道路である。
北千葉道路は、県西地域と成田国際空港との道路ネットワーク機能の強化・アクセス向上、緊急輸送道

路ネットワークの強化、安全性の向上を図ることを目的として計画された延長9.8kmのバイパス事業であ
る。

H17年度事業化 H17年度都市計画決定 H17年度用地着手 H17年度工事着手

全体事業費 約974億円 事業進捗率 92% 供用済延長 9.8km
直轄：534億円 （平成31年3月末時点）

県 ：440億円
計画交通量 26,500～35,600台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体) 1.3 116/1,191億円 264/1,538億円 令和元年

事 業 費： 108/1,182億円 走行時間短縮便益： 205/1,401億円
(残事業) 2.3 維持管理費： 7.5/ 8.7億円 走行経費減少便益： 41/ 108億円

交通事故減少便益： 19/ 29億円
感度分析の結果
【事業全体】交通量 ：B/C＝ 1.2～1.4（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C＝ 2.1～2.5（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C＝ 1.3～1.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C＝ 2.1～2.5（事業費 ±10%）
事業期間：B/C＝ 1.2～1.4（事業期間±20%） 事業期間：B/C＝ 2.1～2.4（事業期間±20%）

事業の効果等
（１）道路ネットワーク機能の強化・アクセス向上
・成田国際空港の国内旅客はLCC就航等を背景に急速に増加。
・北千葉道路の整備により、東西方向の道路ネットワークが強化され、成田国際空港へのアクセス性が向
上。

（２）緊急輸送道路ネットワークの強化
・「千葉県地域防災計画」において指定されている緊急輸送道路の一次路線のうち、千葉県北西部の東西
を結ぶ路線は国道464号及び並行する国道356号、国道296号とも２車線しかなく、いずれも緊急輸送道
路として脆弱。

・東日本大震災後の見直しにおいて、円滑な支援物資の供給のため、多重化による代替性を確保するなど
災害に強い道路の整備等推進が新規項目として追加された。北千葉道路の整備により、災害に強いネッ
トワークを構築。

（３）安全性の向上
・北千葉道路と並行する区間では、主要渋滞箇所や成田市中心部で速度低下が発生。
・並行する区間の事故類型別の事故発生状況は、車両相互の追突事故が約５割。
・北千葉道路の整備により、並行する区間の交通が当該道路に転換され、交通事故の減少が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見
千葉県知事の意見：
一般国道４６４号北千葉道路（印西市～成田市）は、成田国際空港への所要時間の短縮による国際競争

力の強化や災害時における道路のネットワーク強化などに寄与するとともに、成田市内の交通渋滞を緩和
し、交通の円滑化を図る重要な道路です。
本年３月に、国施工区間が全線暫定２車線で供用されたことで、印西市方面から成田市への所要時間が

大幅に短縮し、地域の利便性が向上したところです。
近年では、北千葉道路沿線の千葉ニュータウン地区において、大型の物流施設等の立地が進んでおり、

また、成田国際空港の機能強化が予定されていることから、北千葉道路の整備効果を、さらに高めるため、
４車線化が必要です。



ついては、早期完成に向け事業を推進するとともに、コスト縮減を図るなど、効率的な事業推進に努め
られたい。
事業評価監視委員会の意見
事業の継続を了承する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
平成22年に鉄道事業（成田スカイアクセス）が開業。

事業の進捗状況、残事業の内容等
・平成17年度に都市計画決定、平成17年度に事業化。
・北千葉道路の用地取得率は100%（平成31年3月末時点）。
・平成31年3月に全線暫定（２車）開通済み。
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・全線４車線化について、暫定２車線整備後の交通状況や、隣接する千葉県の整備状況を踏まえ、関係機
関と調整を図る。

施設の構造や工法の変更等
・並走する鉄道事業（成田スカイアクセス）の先行開業に伴い、道路の施工段階において近接施工協議を
実施した結果、道路構造（法面→直壁）および軟弱地盤対策（プレロード→地盤改良）を変更。

・これに伴い、建設発生土について、当初は鉄道用地も含めた現場内での仮置きを計画していたが、近傍
の一時仮置き場（L=24km）に搬出。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和2年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課
担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道357号湾岸千葉地区改良（蘇我地区） 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
わんがん ち ば ちくかいりょう そ が ち く

区分 主体 関東地方整備局

起終点 自：千葉県千葉市中央区塩田町 延長
ち ば し ちゅうおうくしおだちょう

至：千葉県千葉市中央区問屋町 5.0km
ち ば し ちゅうおうくとんやちょう

事業概要
一般国道357号東京湾岸道路は、千葉県を起点に東京・川崎・横浜の臨海部を経て横須賀に至る主要幹

線道路である。
湾岸千葉地区改良（蘇我地区）は、地域高規格道路である千葉中環状道路の一部を形成し、交通渋滞の

緩和・交通安全の確保、道路ネットワーク機能の強化、産業活動の支援を図ることを目的として計画され
た延長5.0kmの事業である。

H29年度事業化 S44年度都市計画決定 R－年度用地着手 R－年度工事着手

全体事業費 約265億円 事業進捗率 1% 供用済延長 0km
（平成31年3月末時点）

計画交通量 60,300～84,600台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体) 2.0 207/213億円 434/434億円 令和元年

事 業 費：194/200億円 走行時間短縮便益： 403/403億円
(残事業) 2.1 維持管理費： 13/ 13億円 走行経費減少便益： 31/ 31億円

交通事故減少便益： 0.5/0.5億円
感度分析の結果
【事業全体】交通量 ：B/C＝ 1.8～2.2（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C＝ 1.9～2.3（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C＝ 1.9～2.2（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C＝ 1.9～2.3（事業費 ±10%）
事業期間：B/C＝ 1.9～2.2（事業期間±20%） 事業期間：B/C＝ 1.9～2.3（事業期間±20%）

事業の効果等
（１）交通渋滞の緩和・交通安全の確保
・国道357号のポートアリーナ前交差点、稲荷交差点、蘇我陸橋南交差点等は主要渋滞箇所に特定されて
おり、速度低下が発生。

・国道357号の事故類型別事故発生状況は、車両相互の追突事故が約７割。
・湾岸千葉地区改良（蘇我地区）の整備により、交通渋滞の緩和や交通事故の減少が見込まれる。
（２）道路ネットワーク機能の強化
・湾岸千葉地区改良（蘇我地区）は、地域高規格道路である千葉中環状道路の一部を形成し、千葉都市圏
の環状道路計画の一端を担う。

（３）千葉港の産業活動の支援
・千葉港は首都圏の原油の４割を出荷。また、完成自動車取扱量は全国２位。
・湾岸千葉地区改良（蘇我地区）は、円滑な物流を確保し、首都圏へのエネルギー供給支援、物流効率化
に寄与。

関係する地方公共団体等の意見
千葉市長の意見：
一般国道３５７号は、千葉市において、「幕張新都心」「千葉都心」「蘇我副都心」の三都心を結ぶ重要

な幹線道路であり、沿道には、国際拠点港湾「千葉港」が位置し、多くの企業が経済活動に利用している
など、産業・生活両面において不可欠な幹線道路である。
事業区間については、主要渋滞箇所が連担し、物流の効率化や緊急活動等を阻害していることから、供

用した千葉地区に続き整備されることにより、輸送時間の短縮による生産性の向上や定時性の確保が期待
される。
このため、必要な予算を確保し、早期完成に向け、事業を推進されたい。
さらに、事業推進にあたっては、より一層のコスト縮減を図るなど、効率的な事業推進に努めて頂きた

い。

事業評価監視委員会の意見
事業の継続を了承する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
地元情勢の変化等事業を巡る社会経済情勢等に変化が見られない。



事業の進捗状況、残事業の内容等
・昭和44年度に都市計画決定、平成29年度に事業化。
・湾岸千葉地区改良（蘇我地区）の用地取得率は0%（平成31年3月末時点）。
・平成29年度から調査・設計を実施。
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・調査・設計や関係機関協議が完了次第、用地着手を予定。
施設の構造や工法の変更等
今後も、技術の進展に伴う新技術・新工法の採用など、コスト縮減に努めながら引き続き事業を推進し

ていく。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課
担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道20号八王子 南バイパス 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
は ち お う じみなみ

関東地方整備局

起終点 延長 9.6km
自：東京都八王子市北野町

とうきょう と はちおう じ し きたのまち

至：東京都八王子市南浅川町
とうきょう と はちおう じ し みなみあさかわまち

事業概要

八王子南バイパスは、八王子市域の混雑緩和や交通安全の確保とともに、圏央道のアクセス道路として

行動範囲の拡大や移動時間の短縮を目的とした八王子市北野町から同市南浅川町までの延長約9.6kmのバ

イパス事業である。

Ｈ9年度事業化 Ｈ8年度都市計画決定 Ｈ10年度用地着手 Ｈ13年度工事着手

全体事業費 約1,562億円 事業進捗率(平成31年3月末時点） 61% 開通済延長 2.6km

計画交通量 23,500～46,700台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体)1.5 800/2,425億円 3,209/3,576億円 令和元年

(1.3) 事 業 費：736/2,350億円 走行時間短縮便益：3,087/3,438億円
(残事業) 4.0 維持管理費：64/75億円 走行経費減少便益： 96/112 億円

(3.0) 交通事故減少便益： 25/27 億円

感度分析の結果

【事業全体】 交通量 ：B/C＝1.4～1.5（交通量 ±10％）【残事業】交通量 ：B/C＝3.9～4.1（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝1.4～1.5（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝3.7～4.4（事業費 ±10％）
事業期間：B/C＝1.4～1.6（事業期間±20％） 事業期間：B/C＝3.7～4.2（事業期間±20％）

事業の効果等

①交通渋滞の緩和

・国道20号日野バイパス（現道）が、平成19年に全線供用したものの、沿線の市街化が進み、主要交差点
で渋滞が発生。

・八王子南バイパスが整備されることにより、国道20号現道は、交通が八王子南バイパスへ転換し、渋滞
の緩和が期待される。

②安全安心な通行の確保
・八王子南バイパスの整備により、国道20号現道の交通が転換し、交通事故の減少が見込まれる。
③アクセス性及び利便性の向上
・八王子南バイパスの整備により、圏央道高尾山ICへのアクセス性や走行性が向上し、横浜港への物流出

荷能力の向上や、観光地への所要時間短縮に寄与する。
・八王子南バイパスが整備されることにより、日野市役所から東京医大八王子医療センター迄の所要時間

が短縮され、救命率の向上に寄与する。

関係する地方公共団体等の意見

東京都知事の意見：

首都東京の道路整備は、東京の最大の弱点である交通渋滞の解消、環境改善、生産性や防災性の向上の
みならず、我が国の経済を活性化させ、国際競争力を強化するためにも必要不可欠である。その中で、体
系的な道路ネットワークの構築を図る国道の果たす役割は非常に大きい。

本事業は、並行する国道２０号現道及び北野街道の渋滞緩和や圏央道へのアクセス性の向上に資する重
要な事業である。また、東京医大八王子医療センターなどの救急医療施設までの所要時間が短縮され、救
命率の向上にも寄与することが期待される。

このため、必要な財源を確保し、早期完成に向け、事業を推進されたい。加えて、接続する国道１６号
の整備に向けた検討も併せて行うこと。

また、事業実施にあたっては、コスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努めること。

事業評価監視委員会の意見

事業の継続を了承する。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・日野バイパス（延伸）Ⅱ期がH29事業化。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成9年度に事業化、用地進捗率95%、事業進捗率61%（平成31年3月末時点）。
・平成26年度に大船寺田地区の約0.3kmを、暫定2車線で開通。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・用地進捗率は95％（平成31年3月末時点）であり、引き続き、用地の取得を推進するとともに、用地進

捗状況を踏まえて順次工事着手予定。

施設の構造や工法の変更等

・地質調査の結果、支持層が深いことが判明し擁壁構造の見直しが必要となった。

・技術の進展に伴う新工法の活用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進する。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



 再評価結果（令和２年度事業継続箇所） 
                                  担 当 課：道路局国道・技術課 
                                  担当課長名：奥村 康博        
 

事業名 一般国道357号 東京
とうきょう

湾岸
わんがん

道路
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（東京都区間） 
事業 
区分  一般国道 

事業 
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国土交通省 
関東地方整備局 
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  自：東京都
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江戸川区
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ちょう

 

 至：東京都
とうきょうと

大田区
お お た く
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延長 23.4km 

事業概要  
一般国道357号東京湾岸道路（東京都区間）は、首都高速湾岸線と並行しており、東京都湾岸部を通過す

る延長約23.4kmの道路である。 
東京湾に面する千葉・東京・神奈川の各都市を結ぶ幹線道路の一部を形成しており、交通混雑緩和、空

港や湾岸地域の物流拠点とのアクセス性向上、物流効率化等を図ることを目的としている。 
S43年度事業化 S44年度都市計画決定 

（S52年度変更） 
S46年度用地着手  S46年度工事着手 

全体事業費 約5,083億円 事業進捗率 
（平成31年3月末時点） 

60% 供用済延長 21.4km 

計画交通量  12,400～96,900台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体)  基 準
年

 
(事業全体)   1.7 
   （1.5） 
 
(残事業)   1.4 

（1.6） 

     2,779/12,921億円  
 
事 業 費 :2,679/12,627億円 
維持管理費 : 99/295億円    

     4,011/21,357億円  
 
 走行時間短縮便益：3,938/20,069億円 
 走行経費減少便益：56/1,197億円     
 交通事故減少便益：16/91億円 

 令和元年 

感度分析の結果   事業全体・残事業について感度分析を実施 
【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～1.8（交通量±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.3～1.6（交通量±10%） 
       事業費 ：B/C=1.6～1.7（事業費±10%）         事業費 ：B/C=1.3～1.6（事業費±10%） 
       事業期間：B/C=1.6～1.7 (事業期間±3年）       事業期間：B/C=1.4～1.4（事業期間±3年） 
事業の効果等  
① 交通混雑緩和 
・国道357号東京湾岸道路（東京都区間）の整備により、専用部と一般部で機能分担が図られ、混雑緩和が期
待。 
② 生産性向上 
・国道357号東京湾岸道路の沿線には、物流・人流の面から我が国経済にとって非常に重要な京浜港・千葉港・
羽田空港等が存在。 
③ 防災機能の強化 
・国道357号東京湾岸道路の整備により、物流・人流の効率化や、防災機能の強化に寄与。 

関係する地方公共団体等の意見  
・東京都知事の意見： 
  首都東京の道路整備は、東京の最大の弱点である交通渋滞の解消、環境改善、生産性や防災性の向上
のみならず、我が国の経済を活性化させ、国際競争力を強化するためにも必要不可欠である。その中で、
体系的な道路ネットワークの構築を図る国道の果たす役割は非常に大きい。 

  とりわけ国道３５７号は、東京湾岸の広域的なネットワーク形成のみならず、国際化が進む羽田空港
へのアクセス向上や京浜三港の連携強化にも寄与する重要な路線である。 

  このため、臨港道路南北線の開通等も見据え、辰巳・東雲・有明立体については、早期に事業着手し
整備を推進されたい。 

  また、事業実施にあたっては、コスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努めること。 
 加えて、多摩川トンネルについては、羽田空港周辺と京浜臨海部の連携強化に向けて、実施工程を示し
つつ整備を推進し、早期開通を図られたい。また、その他の未整備区間についても、早期に事業着手し
整備を推進されたい。                

事業評価監視委員会の意見  
  事業の継続を了承する。 
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

首都高速道路湾岸線が平成13年に全線供用。平成22年8月に京浜港の国際コンテナ戦略港湾の選定。平成
22年10月に羽田空港の再拡張。平成23年12月に京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略特区が指定。東
京臨海広域防災公園の開園など、様々な地域開発が進行している。2020年にはオリンピックパラリンピッ
クが開催予定。 
 
 
 
 



事業の進捗状況、残事業の内容等  
用地取得率は100%。 （平成31年3月末時点） 
事業進捗率は約60%。（平成31年3月末時点） 
平成27年度、東京港トンネル西行き（海側）が完了。 
令和元年6月、東京港トンネル東行き（内陸側）が完了。 
多摩川トンネルについては、多摩川トンネル技術検討委員会を設置し、調査設計中。また辰巳・東雲・
有明立体の工事の着手に向け調査設計中。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
 引き続き、周辺の道路整備や開発動向を勘案しつつ、全線完成供用を目指して事業促進を図る。 
施設の構造や工法の変更等  
施設の構造や工法の変更はないが、引き続きコスト縮減に取り組んでいく。 

対応方針  事業継続 
対応方針決定の理由  
以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏まえる

と、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。 
 事業概要図  

 

 
 

※ 全体事業費は多摩川トンネル（神奈川県区間分）を含んでいる。 
※ 費用対効果分析結果及び感度分析の結果は国道357号東京湾岸道路（神奈川県区間・東京都区間）

58.5kmの整備区間を対象とした場合、（ ）書きの値は、東京都区間23.4kmの結果を示す。 
※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額に割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

 



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課、高速道路課

担当課長名：奥村 康博、山本 巧

事業名 一般国道468号 首都圏中央連絡自動車道 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
しゅとけんちゅうおうれんらくじどうしゃどう

（横浜湘南道路） 区分 主体 関東地方整備局
よこはましょうなんどうろ

東日本高速道路㈱

起終点 自：神奈川県横浜市栄区田谷町 延長
か な が わ け んよこはましさかえくたやちょう

至：神奈川県藤沢市城南１丁目 7.5km
か な が わ け んふじさわしじょうなんいっちょうめ

事業概要

首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、都心から半径およそ40km～60kmの位置に計画されている延長約

300kmの高規格幹線道路であり、3環状9放射道路ネットワークの一部を形成し、東京都中心部への交通の

適切な分散導入を図り、首都圏全体の交通の円滑化、首都圏の機能の再編成等を図る上で重要な路線であ

る。横浜湘南道路は、その一部区間を形成する延長7.5kmの自動車専用道路である。

H13年度事業化 H12年度都市計画決定 H14年度用地着手 H17年度工事着手

全体事業費 約4,600億円 事業進捗率 約45% 供用済延長 －km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 55,600台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.2 2,674/4,238億円 4,924/4,924億円 令和元年

事 業 費：2,553/4,117億円 走行時間短縮便益：4,491/4,491億円

(残事業) 1.8 維持管理費： 121/ 121億円 走行費用減少便益： 333/ 333億円

交通事故減少便益： 101/ 101億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.1～1.3（交通量 ±10％）【残事業】交通量 ：B/C＝ 1.8～ 2.1（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝1.1～1.2（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝ 1.7～ 2.0（事業費 ±10％）

事業期間：B/C＝1.1～1.2（事業期間±20％） 事業期間：B/C＝ 1.7～ 1.9（事業期間±20％）

事業の効果等

(1)交通の流れの適正化

・横浜湘南道路は、首都圏三環状の一番外側の圏央道を構成する路線であり、環状道路の整備により、都

心の混雑を緩和する役割や、郊外から都心部への交通を分散導入する役割などが期待される。

・国道１号・環状４号では、事故が多く発生しているが、当該路線の整備により交通分散することで、国

道１号、環状４号の交通渋滞の緩和、交通事故の減少が期待される。

(2)物流・都市拠点の連絡強化

・横浜湘南道路等の整備により、京浜港（東京港・川崎港・横浜港）と背後圏との広域交通ネットワーク

が形成され、交通分散により、輸送時間短縮、定時性の向上等の物流の効率化及びリダンダンシーの確

保等に期待でき、また、新東名高速道路や港湾の整備と相まって産業の国際競争力強化が期待される。

(3)安全・安心な国土づくり

・横浜湘南道路が一部を担う首都圏三環状道路が整備されることにより、放射道路が寸断しても都心への

到達経路が確保可能となるといったリダンダンシーが強化される。

・沿岸部が浸水被災した場合でも、「くしの歯」作戦などにより沿岸部の救援ルートの確保が可能となる。

関係する地方公共団体等の意見

神奈川県知事の意見：一般国道468号首都圏中央連絡自動車道（金沢～戸塚：高速横浜環状南線、横浜湘

南道路）は、横浜臨海部と湘南・県央地域などの連携を強化するとともに、三浦半島地域の活性化にも

寄与する重要な路線である。

高速横浜環状南線及び横浜湘南道路が整備されると、移動時間の短縮のみならず、物流の効率化や観

光振興などが図られ、神奈川はもとより、首都圏全体の経済のエンジンをまわすうえで追い風となると

ともに、災害時の救援・物資輸送にも寄与することから、両路線の早期完成に寄せられる県民の期待は、

非常に大きいものがある。

そこで、高速横浜環状南線及び横浜湘南道路については、一日も早い開通を目指すこと。また、引き

続き工事の安全やコスト縮減などにも十分配慮し、事業推進や地方負担軽減のため、有料道路事業の更

なる活用を検討すること。

横浜市長の意見：横浜環状南線・横浜湘南道路については、首都圏の広域的な道路ネットワークを形成す

るとともに、横浜港の国際競争力の強化や、横浜経済活性化及び市民生活の利便性向上、災害時の緊急

輸送路の確保などを図るため、極めて重要な路線であることから早期に整備することが必要です。この

度、開通予定時期の見直しがされましたが、引き続き早期開通に向けた事業の推進をお願いします。



また、円滑な事業推進と早期開通を図るため、事業費の縮減、必要な予算確保とともに、自治体負担

増とならないよう有料道路事業の更なる活用をお願いします。

また、引き続き安全に工事を進めるようお願いするとともに、本市としても早期開通に向け用地取得

や工事推進に協力していきます。

事業評価監視委員会の意見

事業の継続を了承する。

以下の付帯意見をもって、原案どおり了承とする。

①できる限り早期の完成と供用に努めること

②引き続きコスト縮減に努めるとともに、今回事業費増となった要因を分析し、今後、コスト管理の徹

底に努めること

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・道路では横浜環状道路の横浜環状北線が2017年3月に供用し、横浜環状北西線が2020年3月に供用予定で

ある。

・横浜湘南道路と平行する国道１号や環状４号線では、主要渋滞箇所である原宿交差点、笠間交差点を先

頭に交通渋滞が発生しており、周辺環境変化等はみられない。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成13年度に事業化、用地取得率は約99%、事業進捗率は45%（平成31年3月末時点）。

・横浜湘南道路は、横浜湘南道路トンネル（延長約5.4km）、小雀高架橋等の工事を実施。

・早期完成を目指し、用地取得の促進、工事を推進。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・用地取得は概ね完了。引き続き、残りの用地取得に努める。

・トンネル工事の実施にあたり技術的課題の対策の目処がたったことから、引き続き、安全に配慮しつつ、

令和6（2024）年度の開通に向け、工事を推進。

・なお、工事工程については、発注者、関係施工業者で適宜工程調整会議を行い、工事を実施。

施設の構造や工法の変更等

・地質調査をふまえた可燃性ガス対策の追加、安全なトンネル工事実施のための換気所構造の変更や、ト

ンネル近接区間の構造及び施工管理方法の変更等を実施することとした。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課、高速道路課

担当課長名：奥村 康博、山本 巧

事業名 一般国道468号 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省

首都圏中央連絡自動車道(金沢～戸塚） 区分 主体 関東地方整備局
しゅとけんちゅうおうれんらくじどうしゃどう かなざわ と つ か

東日本高速道路(株)

起終点 自：神奈川県横浜市金沢区釜利谷町 延長
か な が わ け ん よ こ は ま し かなざわ く かま り や ちよう

至：神奈川県横浜市戸塚区汲沢 町 8.9km
か な が わ け ん よ こ は ま し と つか く ぐみ ざわちよう

事業概要

首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、東京都心から半径およそ40～60kmの位置に計画されてい

る延長約300kmの高規格幹線道路であり、3環状9放射道路ネットワークの一部を形成し、東京都中心

部への交通の適切な分散を図り、首都圏全体の交通の円滑化、首都圏の機能の再編成等を図る上で

重要な路線である。

また、「金沢～戸塚」（高速横浜環状南線）は、圏央道の役割に加え、横浜都心から概ね半径10～15kmの位

置に計画された横浜環状道路の一部であり、横浜市南部地域の混雑緩和、地域拠点間の連絡強化、周辺地域

の活性化を目的とした延長8.9kmの自動車専用道路である。

Ｓ６３事業化 Ｈ7年度都市計画決定 Ｈ8年度用地着手 Ｈ11年度工事着手

全体事業費 約5,820億円 事業進捗率 約66% 供用済延長 -km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 12,500～57,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.2 2,913/5,841億円 6,979/6,979億円 令和元年

事 業 費： 2,813/5,740億円 走行時間短縮便益：6,391/6,391億円

(残事業) 2.4 維持管理費: 101/ 101億円 走行費用減少便益： 459/ 459億円

交通事故減少便益： 129/ 129億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.0～1.3（交通量 ±10％） 【残事業】交通量 ：B/C＝2.0～2.6（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝1.1～1.3（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝2.2～2.7（事業費 ±10％）

事業期間：B/C＝1.1～1.3（事業期間±20％） 事業期間：B/C＝2.2～2.5（事業期間±20％）

事業の効果等

(1)交通の流れの適正化

・圏央道（金沢～戸塚）は、首都圏三環状の一番外側の圏央道を構成する路線であり、環状道路の整備によ

り、都心の混雑を緩和する役割や、郊外から都心部への交通を分散導入する役割などが期待される。

・国道１号・環状４号では、事故が多く発生しているが、当該路線の整備により交通分散することで、国道

１号、環状４号の交通渋滞の緩和、交通事故の減少が期待される。

(2)物流・都市拠点の連絡強化

・圏央道（金沢～戸塚）等の整備により、京浜港（東京港・川崎港・横浜港）と背後圏との広域交通ネット

ワークが形成され、交通分散により、輸送時間短縮、定時性の向上等の物流の効率化及びリダンダンシー

の確保等に期待でき、また、新東名高速道路や港湾の整備と相まって産業の国際競争力強化が期待される。

(3)安全・安心な国土づくり

・圏央道（金沢～戸塚）が一部を担う首都圏三環状道路が整備されることにより、放射道路が寸断しても都

心への到達経路が確保可能となるといったリダンダンシーが強化される。

・沿岸部が浸水被災した場合でも、「くしの歯」作戦などにより沿岸部の救援ルートの確保が可能となる。

関係する地方公共団体等の意見

神奈川県知事の意見:一般国道468号首都圏中央連絡自動車道（金沢～戸塚：高速横浜環状南線、横浜湘南道

路）は、横浜臨海部と湘南・県央地域などの連携を強化するとともに、三浦半島地域の活性化にも寄与す

る重要な路線である。

高速横浜環状南線及び横浜湘南道路が整備されると、移動時間の短縮のみならず、物流の効率化や観光

振興などが図られ、神奈川はもとより、首都圏全体の経済のエンジンをまわすうえで追い風となるととも

に、災害時の救援・物資輸送にも寄与することから、両路線の早期完成に寄せられる県民の期待は、非常

に大きいものがある。

そこで、高速横浜環状南線及び横浜湘南道路については、一日も早い開通を目指すこと。また、引き続

き工事の安全やコスト縮減などにも十分配慮し、事業推進や地方負担軽減のため、有料道路事業の更なる

活用を検討すること。

横浜市長の意見:横浜環状南線・横浜湘南道路については、首都圏の広域的な道路ネットワークを形成する

とともに、横浜港の国際競争力の強化や、横浜経済活性化及び市民生活の利便性向上、災害時の緊急輸送

路の確保などを図るため、極めて重要な路線であることから早期に整備することが必要です。この度、開



通予定時期の見直しがされましたが、引き続き早期開通に向けた事業の推進をお願いします。

また、円滑な事業推進と早期開通を図るため、事業費の縮減、必要な予算確保とともに、自治体負担増

とならないよう有料道路事業の更なる活用をお願いします。

また、引き続き工事の安全に十分配慮するとともに、地元から強い要望のある脱硝装置の設置等の環境

に配慮した取組の推進をお願いします。

本市としても早期開通に向け用地取得や工事推進に協力していきます。

事業評価監視委員会の意見

事業の継続を了承する。

過去の事業評価監視委員会での付帯意見を今後も継続して十分に尊重するとともに、以下の付帯意見をも

って、原案どおり了承とする。

①できる限り早期の完成と供用に努めること

②地域住民との十分な対話を基礎に、環境対策や安全対策に積極的に取り組み、現実的な範囲で最善を尽

くすこと

③引き続きコスト縮減に努めるとともに、今回事業費増となった要因を分析し、今後、コスト管理の徹底

に努めること

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・道路では横浜環状道路の横浜環状北線が2017年3月に供用し、横浜環状北西線が2020年3月に供用予定であ

る。また、本事業の関連街路である上郷公田線等が事業中である。

・圏央道（金沢～戸塚）の平行路線である国道１号や環状４号線では、主要渋滞箇所である原宿交差点、笠

間交差点を先頭に交通渋滞が発生しており、周辺環境変化等はみられない。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・昭和63年度に事業化、用地取得率は約99%、事業進捗率は66%（平成31年3月末時点）。

・栄ＩＣ・ＪＣＴは橋脚124基のうち74基が完成。

・本線トンネルは全体5本のうち工事中が4本。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・用地取得は概ね完了。引き続き、残りの用地取得に努める。

・トンネル工事の実施にあたり技術的課題の対策の目処がたったことから、引き続き、安全に配慮しつつ、

令和7（2025）年度の開通に向け、工事を推進。

・工事工程については、発注者、関係施工業者で適宜工程調整会議を行い、工事を実施。

・なお、地域との合意形成については、話し合いや幅広く情報発信をしてきたが、引き続き、広報誌等を活

用し情報発信するとともに、事業への理解を促進させる取り組みを継続的に実施する。

施設の構造や工法の変更等

・庄戸地区のトンネル施工方法について開削工法から非開削工法へ変更、地質調査を踏まえた橋梁構造の変

更や、地質調査を踏まえた軟弱地盤対策の追加等を実施することとした。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏ま

えると事業の必要性、重要性は高いと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和2年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課
担当課長名：奥村 康博

事業名 中部横断自動車道(富沢～六郷) 事業 高速自動車 事業 国 土 交 通 省
ちゅうぶおうだんじどうしゃどう とみざわ ろくごう

区分 国道 主体 関東地方整備局

起終点 自：山梨県南巨摩郡南部町 延長
やまなしけんみなみこまぐんなんぶちょう

至：山梨県西八代郡市川三郷町 28.3km
やまなしけんにしやつしろぐんいちかわみさとちょう

事業概要
中部横断自動車道は、日本列島の中央部を南北に結ぶ延長約137kmの高速自動車国道である。
富沢～六郷間は、広域的な高速道路ネットワークを形成し、物流の効率化や救急活動の支援、災害時の

代替路の確保等を図ることを目的とした、南巨摩郡南部町から西八代郡市川三郷町までの延長28.3kmの4
車線（当面2車線で整備）の道路事業である。
H17年度事業化 H－年度都市計画決定 H18年度用地着手 H20年度工事着手
(整備計画変更)
全体事業費 約3,154億円 事業進捗率 約88% 供用済延長 8.4km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 12,200～15,700台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体) 1.2 359/6,345億円 4,671/7,779億円 令和元年

(0.7) 事 業 費： 304/6,067億円 走行時間短縮便益： 4,180/6,716億円
(残事業) 13.0 維持管理費： 54/ 279億円 走行費用減少便益： 427/ 903億円

(2.9) 交通事故減少便益： 64/ 160億円
感度分析の結果
【事業全体】交通量 ：B/C＝ 1.2～1.2（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C＝13.0～13.2（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C＝ 1.2～1.2（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C＝12.0～14.2（事業費 ±10%）
事業期間：B/C＝ 1.2～1.3（事業期間±20％） 事業期間：B/C＝12.7～13.3（事業期間±20％）

事業の効果等
（１）広域ネットワークの形成
・中部横断自動車道は、上信越道、中央道、新東名の３本の高規格道路を結び、高速ネットワークを形成。
・「国土形成計画（全国計画）」においては「日本海・太平洋2面活用型国土」が提唱され、ネットワーク
の多重性・代替性の確保を図りつつ、双方の連携強化が求められる。

・上信越道と一体となって、日本海側と太平洋側の国際拠点港湾等と内陸部が連結され、広域的な物流体
系を形成。

・内陸路線と沿岸路線が接続するネットワークを形成するとともに、広域的な災害時の代替路や救急・救
援ルートとしても機能。

（２）物流の効率化
・山梨県から東京港・横浜港への輸送ルートは、高速道路が整備されており、ドライバーに負担が少ない
輸送が可能。

・一方、清水港と直結する国道52号は、特殊車両が走行する際に、徐行に加え前後誘導車の配置が必要な
通行支障箇所が存在するなど、走行性や速達性に課題があり、ドライバーへの負担が増大。

・中部横断自動車道の整備により、走行性の向上と所要時間の短縮が図られ、物流効率化を促し、さらに
労働環境改善などにも寄与。

（３）農産品の海外輸出支援
・現在、清水港では農水産物の輸出促進に向け、2024年に2016年の約２倍にあたる200億円の輸出を目標
とし、リーファーコンテナ電源供給設備等、港湾施設を整備中。

・山梨の主要農産品であるモモ・ブドウ等の海外（台湾・香港）への青果物輸出は、山梨県知事のトップ
セールスをはじめとした海外への山梨ブランドのアピールを積極的に取り組み、増加傾向。

・中部横断自動車道の整備、清水港の取り組みの相乗効果によって山梨県産の果実の高付加価値化に期待。
（４）救急医療活動の支援
・中部横断自動車道の整備により、身延町役場から山梨県立中央病院への所要時間が約17分短縮するなど、
周辺地域から第３次医療施設までの所要時間が短縮され、１時間以内に搬送可能な圏域が拡大すること
で、救命率の向上が見込まれる。

（５）災害時における代替道路の確保
・中部横断自動車道が通過する地域は、地形や地質等の特性から事前通行規制区間が２箇所存在しており、
過去には大雨により度々通行止めが発生。

・災害時に通行止めとなった場合は集落が孤立することから、信頼性の高い代替道路の確保が必要。
・中部横断自動車道の整備により、孤立集落の解消や交通の寸断の解消が期待される。



（６）インバウンド観光の獲得
・清水港は平成29年に国際旅客船拠点形成港湾に指定され、寄港した国際クルーズ船の乗客数は平成24年
から約130倍に増加。

・中部横断自動車道沿線にはアジア圏の訪日旅行者に人気のある観光資源が集中。
・中部横断自動車道の整備により、新たな観光ルートが形成されることで、山梨県への国際クルーズ船の
訪日外国人観光客の獲得に期待。

関係する地方公共団体等の意見
山梨県知事の意見：

・中部横断自動車道は、新東名高速道路と中央自動車道、上信越自動車道を結び、太平洋と日本海を連絡
する新たな物流の大動脈となる、重要な高速道路であり、早期全線開通を念願しております。

・既に開通した区間における事業効果や更なる利用促進にむけた広報など積極的に情報発信を行うととも
に、明年の全線開通による高速道路ネットワークを生かした本県へのアクセスを広くPRすることにより、
企業誘致や観光振興などに努め、開通効果を最大限発揮できるよう様々な施策を推進しております。

・このため、引き続きコスト縮減などを図るとともに、事業を継続し一日も早い全線の開通をお願いいた
します。

事業評価監視委員会の意見
事業の継続を了承する。
安全に配慮したうえで、以下の付帯意見を引き続き付すことをもって原案どおり了承とする。
①安全に考慮しつつ、出来る限り早期に供用出来るよう工程管理に努めること。
②引き続きコスト縮減を図るとともに、更なる事業費増加とならないようコスト管理の徹底に努めること。
③地元とも連携し、供用後にストック効果が発現されるよう努めること。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・地元情勢の変化等事業を巡る社会経済情勢等に変化が見られない。
事業の進捗状況、残事業の内容等
・平成3年12月 新清水JCT～増穂IC間の基本計画決定、平成8年12月 同区間の整備計画決定。
・平成18年2月 新清水JCT～増穂IC間の整備計画の変更（富沢IC～六郷IC間を直轄高速方式で整備）。
・用地進捗率100％（平成27年度取得完了）
・3工区（下部温泉早川IC～六郷IC）については、平成31年3月に開通。
・2工区（南部IC～下部温泉早川IC）については、想定以上に工事が難航する中、未だトンネル掘削工事
が残されている状況であり、引き続き、安全に配慮しつつ工事を推進。

・1工区（富沢IC～南部IC）については、令和元年11月の開通となる見込み。
・開通後は、環境モニタリング調査及び工事用道路撤去を実施。
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・トンネル支保構造の強化・補助工法の追加に伴う事業費増加が発生。
・前回再評価以降、脆い地山の出現割合が想定以上に高いこと、湧水・切羽崩落が顕著に発生するなど、
さまざまな難航事象が発生しており、安全に配慮しつつ工事を推進。

施設の構造や工法の変更等
・トンネル支保構造の強化・補助工法の変更。
・第2種要対策土の処分について、県、町との調整により、近隣の用地を確保することで、中間処理施設
から封じ込め盛土に見直し。

・施工範囲周辺が地すべり地形であることが新たに確認されたため、切土法面の施工方法を見直し。
対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・技術課
担当課長名：奥村 康博

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道159号 七尾バイパス 区分 主体 北陸地方整備局
な な お

起終点 延長自：石川県七尾市川原町
な な お かわらまち

4.3km至：石川県七尾市下町
な な お しもまち

事業概要
一般国道159号七尾バイパスは、交通混雑の解消、交通事故の低減、高規格幹線道路「能越自動車道」

を構成する七尾氷見道路へのアクセス向上などを目的とした、延長4.3kmの道路事業である。

Ｈ12年度事業化 Ｈ11年度都市計画決定 Ｈ12年度用地着手 Ｈ21年度工事着手
全体事業費 約240億円 事業進捗率 52％ 供用済延長 2.7km（暫定2車線）

（平成31年3月末時点）
計画交通量 18,700～23,300台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体)1.1 109/299億円 137/319億円

事 業 費： 85/ 251億円 走行時間短縮便益： 131/279億円 令和元年度
(残事業) 1.3 維持管理費： 24/ 47億円 走行経費減少便益： 4.4/32億円

交通事故減少便益： 1.9/7.8億円
感度分析の結果

（事業全体）交通量 ：B/C=1.003～1.3(交通量±10%) （残事業）交通量 ：B/C=1.1～1.8(交通量±10%)
事業費 ：B/C=1.04～1.1 (事業費±10%) 事業費 ：B/C=1.2～1.4(事業費±10%)
事業期間：B/C=1.1～1.1 (事業期間±20%) 事業期間：B/C=1.3～1.3(事業期間±20%)

事業の効果等
①大規模道路事業との連携

・能越自動車道や七尾外環状道路と接続するなど、関連する他の道路事業計画との連携が図られる。
②日常活動圏中心都市へのアクセス向上

・日常活動圏中心都市（七尾市～中能登町間）のアクセスが向上する。
③重要物流道路としての機能向上

・重要物流道路に指定されている七尾バイパスの整備により、重要港湾の七尾港や火力発電所、ＬＰ
Ｇ国家備蓄基地などへのアクセスが強化される。

④第三次医療施設へのアクセス向上
・能登唯一の第三次医療施設である公立能登総合病院へのアクセスが向上する。

⑤緊急輸送道路としての機能向上
・第一次緊急輸送道路に位置づけられている七尾バイパスの整備により、災害に強い道路ネットワー

クの機能向上が図られる。
⑥地域連携プロジェクト（石川県新長期構想）の支援

・石川県の長期計画である「ダブルラダー輝きの美知」構想の実現に寄与する。

関係する地方公共団体等の意見
・地域から頂いた主な意見等

七尾市をはじめとする３市３町の首長で構成される国道159号建設促進期成同盟会等から、整備の要
望を受けている。

・石川県知事の意見
国道159号は、七尾市を起点として、中能登地域の主要都市を通過し、金沢市に至る幹線道路であり、

このうち七尾バイパスは、能越自動車道と一体となって広域交流を拡大するとともに、七尾市や物流拠
点となる七尾港へのアクセス機能の向上を図る上でも重要な路線である。

北陸新幹線金沢開業や能越自動車道、七尾氷見道路の全線供用による、能登地域の観光客増加に伴い、
川原町から古府町間で新たな交通混雑が発生していることからも、早期の4車線整備が必要である。

このため、七尾バイパスについては、引き続き事業を継続し、着実に整備を進め、早期完成を図って
いただきたい。



事業評価監視委員会の意見
審議の結果、再評価および対応方針（原案）のとおり事業継続することが妥当。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・平成26年度 七尾バイパス（古府町～下町）暫定2車線部分開通
・平成26年度 能越自動車道 七尾氷見道路 全線開通
・平成26年度 七尾外環状道路 藤橋バイパス 全線開通
・平成28年度 能越自動車道 田鶴浜七尾道路 新規事業化

事業の進捗状況、残事業の内容等
・事業の進捗状況：用地進捗率85%、事業進捗率52%
・残事業の内容 ：調査設計、用地取得、改良工事等

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・七尾市川原町～同市古府町間の調査設計を推進し、早期供用に向けて事業を推進する。

施設の構造や工法の変更等
・新技術の活用により、コスト縮減に努める。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由

当該事業は、現時点においても、その必要性、重要性は変わっておらず、事業進捗の見込みなどからも、
引き続き事業を継続することが妥当であると考える。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・技術課
担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道470号 事業 一般国道 事業 国土交通省

能越自動車道 輪島道路 区分 主体 北陸地方整備局
のうえつ わ じま

起終点 自：石川県輪島市三井町本江 延長
わ じま み い まちほんこう

至：石川県輪島市三井町洲衛 4.7km
わ じま み い まち す え

事業概要
一般国道470号輪島道路は、高規格幹線道路「能越自動車道」の一部を構成し、高規格幹線道路網の形

成、災害に強いネットワークの形成、第三次医療施設へのアクセス向上、地域の発展・観光の活性化など
を目的とした、延長4.7kmの高規格幹線道路の整備を行う事業である。
Ｈ18年度事業化 Ｈ11年度都市計画決定 Ｈ22年度用地着手 Ｈ25年度工事着手
全体事業費 約230億円 事業進捗率 83％ 供用済延長 0.0km

（平成31年3月末時点）
計画交通量 6,600～11,000台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体) 1.1 385/629 億円 668/668 億円

(1.2) 事 業 費：314/558 億円 走行時間短縮便益： 542/542 億円 令和元年度
(残事業) 1.7 維持管理費： 71/ 71 億円 走行経費減少便益： 91/ 91 億円

(4.1) 交通事故減少便益： 35/ 35 億円
感度分析の結果

（事業全体）交通量 ：B/C= 0.93～1.2 (交通量±10%) （残事業）交通量 ：B/C= 1.5～1.9 (交通量±10%)
事業費 ：B/C= 1.01～1.1 (事業費±10%) 事業費 ：B/C= 1.6～1.9 (事業費±10%)
事業期間：B/C= 1.03～1.1 (事業期間±20%) 事業期間：B/C= 1.7～1.8 (事業期間±20%)

事業の効果等
①観光資源豊富な能登地域へのアクセス向上

・輪島市は、輪島朝市や輪島温泉郷など全国的にも有名で特色のある観光資源が豊富に恵まれている。
のと里山空港や輪島港に直結する輪島道路の整備により、交通結節点や能登半島の各観光地へのア
クセス性が向上し、輪島市への入込み客数の増加が期待される。

②地域連携プロジェクト（石川県新長期構想）の支援
・石川県の長期計画である「ダブルラダー輝きの美知」構想の実現に寄与し、南北に長い県土の交通

ネットワークの多重化を図るとともに、北陸新幹線開業効果を県内全域へ波及させる。
③救命救急活動の支援

・能登地域に存在する第三次医療施設は七尾市の公立能登総合病院のみであり、輪島道路の整備によ
り、カーブなどの回避による搬送車の負担軽減が図られるとともに、公立能登総合病院への搬送時
間が約11分短縮され、死亡率の低下も期待される。

④緊急輸送道路ネットワークの強化
・輪島道路の整備により災害に強い代替路線が形成されることでリダンダンシーが確保され、緊急輸

送道路ネットワーク機能が強化される。
⑤バス交通の定時性確保

・平成13年度にのと鉄道が廃線となり、輪島市の交通手段は自動車のみとなっており、現在は金沢・
穴水等へ1日47便の高速バスが運行している。輪島道路の整備により、バスの定時性確保・快適性
の向上が期待でき、地域住民の移動や観光の利便性向上が期待される。

関係する地方公共団体等の意見
地域から頂いた主な意見：

輪島市から、早期開通に向けた道路予算の確保並びに整備促進の要望を頂いている。
知事の意見：

国道470号は、能登地域の活性化に寄与するとともに、北陸自動車道及び東海北陸自動車道と連結し、
全国各地との交流ネットワークを構築する重要な路線であり、さらに、災害時における緊急輸送道路と
しても大きな役割を担うものと考えている。

北陸新幹線開業効果を持続・発展させるとともに、能登地域における広域交流の一層の促進、さらに
は災害時の代替性の確保を図るためにも、本区間の早期整備が不可欠となっている。

国道470号輪島道路については、引き続き事業を継続し、2022年夏迄の供用を目指し、着実に整備を
進めていただきたい。



事業評価監視委員会の意見
審議の結果、再評価および対応方針（原案）のとおり事業継続することが妥当。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

平成25年3月 能登有料道路(現のと里山海道)の無料化 平成27年3月 北陸新幹線の開業

平成27年2月 七尾氷見道路全線暫定2車線開通 平成28年4月 田鶴浜七尾道路 新規事業化
事業の進捗状況、残事業の内容等
・事業の進捗状況：用地進捗率100％、事業進捗率83％
・残事業の内容：改良工事等
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・改良工事等を推進し、2022年夏迄の暫定2車線開通を目指して事業を推進する。
施設の構造や工法の変更等
・建設発生土の有効活用や新技術の活用等により、コスト縮減を図る。
対応方針 事業継続
対応方針決定の理由

当該事業は、現時点においても、その必要性、重要性は変わっておらず、事業進捗の見込みなどからも、
引き続き事業を継続することが妥当であると考える。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



 

 

再評価結果（令和２年度事業継続箇所） 

                                担 当 課：道路局 国道・技術課 
                                担当課長名：奥村 康博      

事業名  一般国道４７４号 

 三遠南信 E

さんえんなんしん

A自動車道 A E飯喬E

いいだか

A道路 

事業 

区分 

  

一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点   自：長野県 A E飯田 E

い い だ

A市 A E山本 E

やまもと

 

  至：長野県 A E下伊那 E

し も い な

A郡 A E喬木村 E

たかぎむら

AA E氏乗 E

うじのり

 

延長  

２２．１km 
事業概要  
 一般国道４７４号三遠南信自動車道は、長野県飯田市を起点とし、静岡県浜松市に至る延長約100kmの高
規格幹線道路である。 
 本事業の一般国道４７４号三遠南信自動車道飯喬道路は、長野県飯田市山本から下伊那郡喬木村氏乗に
至る延長２２．１kmの自動車専用道路であり、広域ネットワークの構築、災害に強い道路機能の確保、救
急医療活動の支援、地域活性化の支援を主な目的として事業を推進している。 
Ｈ４年度事業化 － Ｈ７年度用地着手 Ｈ１０年度工事着手 
全体事業費 １，５１１億円 事業進捗率 

（平成31年3月時点） 
約７９％ 供用済延長 １０．６km 

計画交通量   ７，５００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体)  １．２ 

（１．２） 
(残事業)   ４．５ 

（７．７） 

    1,496/5,671億円 
 事 業 費：1,214/5,389億円 
 維持管理費：  282/  282億円 

    6,804/6,804億円 
走行時間短縮便益：6,292/6,292億円 
走行経費減少便益：  425/ 425億円 
交通事故減少便益：     88/88億円 

 令和元年 

感度分析の結果  
（事業全体）交通量 ：B/C=1.1～1.3(交通量±10%) （残事業）交通量  ：B/C=4.1～5.1(交通量±10%) 

事業費 ：B/C=1.2～1.2(事業費±10%)    事業費  ：B/C=4.3～5.0(事業費±10%) 
事業期間：B/C=1.1～1.2(事業期間±20%)   事業期間：B/C=4.3～5.0(事業期間±20%) 

事業の効果等   
①円滑なモビリティの確保 
・並行区間等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。 
・利便性の向上が期待できるバス路線(信南交通)が存在する。 
②国土・地域ネットワークの構築 
・新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する。 
・隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する。 
・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。 
③個性ある地域の形成 
・地域連携プロジェクトを支援する。 
・IC等からのアクセスが向上する主要な観光地（天龍峡・天竜川下り等）が存在する。 
④安全で安心できるくらしの確保 
・三次医療施設（飯田市立病院）へのアクセス向上が見込まれる。 
⑤災害への備え 
・第一次緊急輸送道路として位置づけられている。 
・緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。 
・並行区間等の事前通行規制区間の代替路線を形成する。 
⑥地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑦生活環境の改善・保全 
・NO2排出の削減が見込まれる。 
・SPM排出の削減が見込まれる。 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

関係する地方公共団体等の意見  
長野県知事の意見： 

本事業は、広域ネットワークの構築、災害に強い道路機能の確保、救急医療活動の支援、地域活性化
に寄与する極めて重要な事業です。 

  ついては、事業を継続し、積極的な予算確保により、早期開通を図るよう強く要望します。 
  また、事業の実施にあたっては、一層のコスト縮減に努められるようお願いします。 

事業評価監視委員会の意見  
・「事業継続」することは「妥当」である。 
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
・下伊那地域のうち、唯一、旧上村・旧南信濃村は、飯田市中心部までの所要時間が６０分以上必要であ 

る。 
・旧上村と旧南信濃村は、通行不能区間や雨量等事前通行規制区間に囲まれ、規制発生時には飯田市中心 
 部へのアクセスが困難である。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  
・事業進捗率は約７９％、用地取得率は１００％。（平成３１年３月末） 
・飯田山本ＩＣ～天龍峡ＩＣ間（延長７．２ｋｍ）は、平成２０年度に暫定２車線供用。 
・天龍峡ＩＣ～龍江ＩＣ間（延長４．０ｋｍ）は、令和元年度に２車線供用予定。 
・龍江ＩＣ～飯田上久堅・喬木富田ＩＣ間（延長３．４ｋｍ）は、平成２９年度に２車線供用。 
・飯田上久堅・喬木富田ＩＣ～喬木ＩＣ間（延長７．５ｋｍ）は、工事を推進。 
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
・飯田上久堅・喬木富田ＩＣ～喬木ＩＣ間（延長７．５ｋｍ）は早期開通に向けて工事を推進する。 

施設の構造や工法の変更等  
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。 

対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  
  以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。 
事業概要図  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 
 

一般国道４７４号
三遠南信自動車道 飯喬道路 延長２２．１ｋｍ

平成２０年４月
２車線開通済
延長７．２ｋｍ

飯田市
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喬木村

至

名
古
屋

至

浜
松

令和元年
開通予定

延長４．０ｋｍ

平成３０年３月
２車線開通済
延長３．４ｋｍ

三遠南信自動車道

高速道路

調査中区間

一般国道

主要地方道

一般県道

県境

市町村境

凡例

完成開通 未開通

暫定２
車線開通 未開通

○○○○○○○○

完成２
車線開通

(○○ＩＣ) は仮称



 

 

再評価結果（令和２年度事業継続箇所） 

                                担 当 課：道路局 国道・技術課 
                                担当課長名：奥村 康博      

事業名  一般国道４７４号 

 三遠南信 E

さんえんなんしん

A自動車道 A E 青崩峠 E

あおくずれとうげ

A道路 

事業 

区分 

  

一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点   自：長野県 A E飯田 E

い い だ

A市 A E南信濃 E

みなみしなの

AA E八重河内 E

や え ご う ち

 

  至：静岡県 A E浜松 E

はままつ

A市 A E天竜 E

てんりゅう

A区 A E水窪町 E

みさくぼまち

AA E奥領家 E

おくりょうけ

 

延長  

５．９km 
事業概要  
 一般国道４７４号三遠南信自動車道は、長野県飯田市を起点とし、静岡県浜松市に至る延長約100kmの高
規格幹線道路である。 
 本事業の一般国道４７４号三遠南信自動車道青崩峠道路は、長野県飯田市南信濃八重河内から静岡県浜
松市天竜区水窪町奥領家に至る延長５．９kmの自動車専用道路であり、広域ネットワークの構築、災害に
強い道路機能の確保、救急医療活動の支援、地域活性化の支援を主な目的として事業を推進している。 
Ｓ５８年度事業化 － Ｈ２３年度用地着手 Ｈ２３年度工事着手 
全体事業費 ５７８億円 事業進捗率 

（平成31年3月時点） 
約４４％ 供用済延長 ０．０km 

計画交通量   ２，７００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体)  １．２ 

（１．８） 
(残事業)   ４．５ 

（４．２） 

    1,496/5,671億円 
 事 業 費：1,214/5,389億円 
 維持管理費：  282/  282億円 

    6,804/6,804億円 
走行時間短縮便益：6,292/6,292億円 
走行経費減少便益：  425/ 425億円 
交通事故減少便益：     88/88億円 

 令和元年 

感度分析の結果  
（事業全体）交通量 ：B/C=1.1～1.3(交通量±10%) （残事業）交通量  ：B/C=4.1～5.1(交通量±10%) 

事業費 ：B/C=1.2～1.2(事業費±10%)    事業費  ：B/C=4.3～5.0(事業費±10%) 
事業期間：B/C=1.1～1.2(事業期間±20%)   事業期間：B/C=4.3～5.0(事業期間±20%) 

事業の効果等   
①円滑なモビリティの確保 
・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。 
②国土・地域ネットワークの構築 
・新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する。 
・隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する。 
③個性ある地域の形成 
・地域連携プロジェクトを支援する。 
・主要な観光地（遠山温泉郷等）へのアクセス向上が期待される。 
④安全で安心できるくらしの確保 
・三次医療施設（飯田市立病院）へのアクセス向上が見込まれる。 
⑤災害への備え 
・第一次緊急輸送道路として位置づけられている。 
・緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。 
・並行区間等の通行不能区間を解消する。 
⑥地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑦生活環境の改善・保全 
・NO2排出の削減が見込まれる。 
・SPM排出の削減が見込まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

関係する地方公共団体等の意見  
長野県知事の意見： 
  本事業は、広域ネットワークの構築、災害に強い道路機能の確保、救急医療活動の支援、地域活性化

に寄与する極めて重要な事業です。 
  ついては、事業を継続し、積極的な予算確保により、早期開通を図るよう強く要望します。 
  また、事業の実施にあたっては、一層のコスト縮減に努められるようお願いします。 
浜松市長の意見： 
  「対応方針（原案）」案に対し異議はない。 
  一般国道４７４号三遠南信自動車道は、東名高速道路や新東名高速道路と合わせ、広範な交流ネット

ワークを形成し、広域連携の推進を目指す三遠南信地域の骨格となる高規格幹線道路である。また、緊
急輸送路の確保や命をつなぐ道としても医療機関への早急な搬送が可能となる等、国土強靱化に資する
道路である。さらに、本市の北遠地域の拠点間の連携が図られ、地域活性化や観光振興等、地域創生に
資する道路として、地域にとって大きなストック効果が見込まれる。 

  本道路は、唯一の未事業化区間であった水窪佐久間道路が今年度に新規事業化され、全線開通に向け
た道筋が整ったところである。今後も事業を継続し、早期開通に向けて一層の事業推進をお願いしたい
。 

  なお、事業実施に当たっては、一層のコスト縮減など、より効率的な事業推進に努められるようお願
いしたい。 

事業評価監視委員会の意見  

・「事業継続」することは「妥当」である。 
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
・国道１５２号の長野県と静岡県境は通行不能区間となっているため、越県するには狭隘で脆弱な市道を

利用する必要がある。 
・下伊那地域は事前通行規制区間が多く存在し、平成２２年７月豪雨では通行止めにより旧上村・旧南信

濃村が一時孤立している。 
・平成２２年７月豪雨災害時のような通行止めが発生した場合、救急医療施設へのアクセスが絶たれ、救

命救急が困難な状況となる。 
・遠山郷周辺と静岡県を結ぶ国道１５２号は通行不能区間であるため、観光交流・地域間交流に支障をき

たしてる。 
事業の進捗状況、残事業の内容等  
・事業進捗率は約４４％、用地取得率は１００％。（平成３１年３月末） 
・小嵐ＩＣ［仮称］～水窪北ＩＣ［仮称］間（延長５．９ｋｍ）は工事を推進。 
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
・小嵐ＩＣ［仮称］～水窪北ＩＣ［仮称］間（延長５．９ｋｍ）は早期開通に向けて工事を推進する。 

施設の構造や工法の変更等  
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。 

対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  
  以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

事業概要図  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 
 

一般国道４７４号
三遠南信自動車道 青崩峠道路 延長５．９ｋｍ
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再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道４７４号 三遠南信自動車道 事業 一般国道 事業 国土交通省
さんえんなんしん

水窪佐久間道路 区分 主体 中部地方整備局
み さ く ぼ さ く ま

起終点 自：静岡県浜松市天竜区水窪町奥領家 延長
てんりゅう みさくぼちょうおくりょうけ

至：静岡県浜松市天 竜区佐久間町河合
１４．４kmてんりゅう さ く ま ち ょ う か わ い

事業概要
一般国道４７４号三遠南信自動車道は長野県飯田市を起点とし、静岡県浜松市に至る全長約１００kmの

高規格幹線道路である。
本事業の一般国道４７４号三遠南信自動車道水窪佐久間道路は、静岡県浜松市天竜区水窪町から静岡県

浜松市天竜区佐久間町に至る延長約１４.４ｋｍの自動車専用道路であり、広域ネットワークの構築、災
害に強い道路機能の確保、救急医療活動の支援、地域活性化の支援を主な目的として事業を推進している。
Ｈ３１年度事業化 － － －
全体事業費 ９００億円 事業進捗率 ０％ 供用済延長 －

（平成31年3月末時点）
計画交通量 7,300台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体) １．２ 1,496/ 5,671億円 6,804/6,804億円 令和元年

（１．１） 事 業 費：1,214/5,389億円 走行時間短縮便益： 6,292/6,292億円

(残事業) ４．５ 維持管理費： 282/ 282億円 走行経費減少便益： 425/425億円
（１．１） 交通事故減少便益： 88/88億円

感度分析の結果
(事業全体) 交通量 ：B/C＝1.1～1.3(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝4.1～5.1(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.2～1.2(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝4.3～5.0(事業費 ±10%)
事業期間：B/C＝1.1～1.2(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝4.3～5.0(事業期間±20%)

事業の効果等
①円滑なモビリティの確保
・並行区間等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。
・新幹線駅へのアクセス向上が期待される。
・第一種空港、第二種空港、第三種空港もしくは共用飛行場へのアクセス向上が期待される。
②物流効率化の支援
・特定重要港湾もしくは国際コンテナ航路の発着港湾へのアクセス向上が期待される。
③国土・地域ネットワークの構築
・新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートが構成される。
・日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線が構成される。
・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が期待される。
④個性ある地域の形成
・拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、大規模イベントの支援が期待される。
⑤安全で安心できるくらしの確保
・第三次救急医療施設へのアクセス向上が期待される。
⑥災害への備え
・対象区間が都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計画又は地震対策緊急整備事業計画に位
置づけがある、又は地震防災緊急事業五ヵ年計画に位置づけのある路線として位置づけがある。
・緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。
・並行区間等の事前通行規制区間、特殊通行規制区間又は冬期交通障害区間を解消する。
⑦地球環境の保全
・CO2排出量の削減が見込まれる。
⑧生活環境の改善・保全
・NO2排出量の削減が見込まれる。
・SPM排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見
浜松市長の意見

「対応方針（原案）」案に対し異議はない。
一般国道４７４号三遠南信自動車道は、東名高速道路や新東名高速道路と合わせ、広範な交流ネット

ワークを形成し、広域連携の推進を目指す三遠南信地域の骨格となる高規格幹線道路である。また、緊
急輸送路の確保や命をつなぐ道としても医療機関への早急な搬送が可能となる等、国土強靱化に資する
道路である。さらに、本市の北遠地域の拠点間の連携が図られ、地域活性化や観光振興等、地域創生に
資する道路として、地域にとって大きなストック効果が見込まれる。
本道路は、唯一の未事業化区間であった水窪佐久間道路が今年度に新規事業化され、全線開通に向け

た道筋が整ったところである。今後も事業を継続し、早期開通に向けて一層の事業推進をお願いしたい。
なお、事業実施に当たっては、一層のコスト縮減など、より効率的な事業推進に努められるようお願

いしたい。
事業評価監視委員会の意見
・「事業継続」することは「妥当」である。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・並行する国道１５２号には防災点検要対策箇所や線形不良箇所が連続しており、災害に対して脆弱な道路ネ
ットワークである。
・本路線の周辺には第三次救急医療施設がなく、佐久間町や水窪町から第三次緊急医療施設までは６０分以
内での搬送が困難な状況である。
・飯田市～浜松・豊橋市間の物流は、現況では、狭隘ですれ違い困難な現道ルートを使用しており、輸送時間が
産業連携の弊害となっている。

事業の進捗状況、残事業の内容等
・事業進捗率は０％、用地取得率は０％（平成３１年３月末時点）
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・周辺環境の変化等を踏まえ、早期開通を目指し整備を実施していく。
施設の構造や工法の変更等
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進する。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道４７４号 三遠南信自動車道 事業 一般国道 事業 国土交通省
さんえんなんしん

佐久間道路・三遠道路 区分 主体 中部地方整備局
さ く ま さんえん

起終点 自：静岡県浜松市天竜区佐久間町川合 延長
てんりゅう さ く ま ち ょ う か わ い

至：静岡県浜松市北区引佐町東黒田
２７．９kmいなさちょうひがしくろだ

事業概要
一般国道４７４号三遠南信自動車道は長野県飯田市を起点とし、静岡県浜松市に至る全長約１００kmの

高規格幹線道路である。
本事業の一般国道４７４号三遠南信自動車道佐久間道路・三遠道路は静岡県浜松市天竜区佐久間町川合

から静岡県浜松市北区引佐町東黒田に至る延長２７．９kmの自動車専用道路であり、広域ネットワークの
構築、災害に強い道路機能の確保、救急医療活動の支援、地域活性化の支援を主な目的として事業を推進
している。
Ｈ５年度事業化 － Ｈ１３年度用地着手 Ｈ１５年度工事着手
全体事業費 １７６４億円 事業進捗率 約８７％ 供用済延長 ２０．８km

（平成31年3月時点）
計画交通量 9,000台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年
分析結果 (事業全体) １．２ 1,496/ 5,671億円 6,804/6,804億円 令和元年

（１．２） 事 業 費：1,214/5,389億円 走行時間短縮便益：6,292/6,292億円
(残事業) ４．５ 維持管理費： 282/ 282億円 走行経費減少便益： 425/ 425億円

（８．８） 交通事故減少便益： 88/ 88億円
感度分析の結果
(事業全体) 交通量 ：B/C＝1.1～1.3(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝4.1～5.1(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.2～1.2(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝4.3～5.0(事業費 ±10%)
事業期間：B/C＝1.1～1.2(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝4.3～5.0(事業期間±20%)

事業の効果等
①円滑なモビリティの確保
・並行区間等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。
・新幹線駅へのアクセス向上が期待される。
・第一種空港、第二種空港、第三種空港もしくは共用飛行場へのアクセス向上が期待される。
②物流効率化の支援
・特定重要港湾もしくは国際コンテナ航路の発着港湾へのアクセス向上が期待される。
③国土・地域ネットワークの構築
・新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートが構成される。
・日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線が構成される。
・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が期待される。
④個性ある地域の形成
・拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、大規模イベントの支援が期待される。
⑤安全で安心できるくらしの確保
・第三次救急医療施設へのアクセス向上が期待される。
⑥安全な生活環境の確保
・並行区間等に死傷事故率500件/億台km以上である区間が存する場合において、交通量の減少、歩道の設
置又は線形不良区間の解消により、当該区間の安全性の向上が期待される。
⑦災害への備え
・対象区間が都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計画又は地震対策緊急整備事業計画に位
置づけがある、又は地震防災緊急事業五ヵ年計画に位置づけのある路線として位置づけがある。
・緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。
・並行区間等の事前通行規制区間、特殊通行規制区間又は冬期交通障害区間を解消する。
⑧地球環境の保全
・CO2排出量の削減が見込まれる。
⑨生活環境の改善・保全
・NO2排出量の削減が見込まれる。
・SPM排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見
地域から頂いた主な意見等：
新東名・三遠南信自動車道建設促進奥三河期成同盟会、三遠南信地域経済開発協議会・三遠南信自動車道
早期開通既成同盟会、東三河懇話会、浜松市による提言･要望
・日常生活に密着し、かつ災害時の救援、復旧・復興活動の基幹となる道路整備を強力に推進するため
東栄IC～鳳来峡ICの事業推進をお願いしたい。

浜松市長の意見：
「対応方針（原案）」案に対し異議はない。
一般国道４７４号三遠南信自動車道は、東名高速道路や新東名高速道路と合わせ、広範な交流ネット

ワークを形成し、広域連携の推進を目指す三遠南信地域の骨格となる高規格幹線道路である。また、緊
急輸送路の確保や命をつなぐ道としても医療機関への早急な搬送が可能となる等、国土強靱化に資する
道路である。さらに、本市の北遠地域の拠点間の連携が図られ、地域活性化や観光振興等、地域創生に
資する道路として、地域にとって大きなストック効果が見込まれる。
本道路は、唯一の未事業化区間であった水窪佐久間道路が今年度に新規事業化され、全線開通に向け

た道筋が整ったところである。今後も事業を継続し、早期開通に向けて一層の事業推進をお願いしたい。
なお、事業実施に当たっては、一層のコスト縮減など、より効率的な事業推進に努められるようお願

いしたい。
愛知県知事の意見

「対応方針（原案）」に対して異議はありません。
一般国道４７４号三遠南信自動車道は、東三河、遠州、南信州地域を有機的に連絡する幹線道路とし

て、中央自動車道と新東名高速道路、さらには東名高速道路とを結び、広域的なネットワークを形成す
る大変重要な高規格幹線道路である。本道路が整備されることで、県境を越えた広域的な連携と交流が
図られる。さらに、医療機関への救急車両の搬送路、災害時の緊急輸送道路としての機能も有しており、
地域の安全・安心、国土強靱化の観点からも、重要な道路である。そのため、県内唯一の未開通区間で
ある東栄ＩＣ～鳳来峡ＩＣ間の工事を推進し、早期に開通時期を明確にするとともに、一日も早い開通
をお願いしたい。
なお、事業実施にあたりましては、一層のコスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努められ

るようお願いしたい。
事業評価監視委員会の意見
・「事業継続」することは「妥当」である。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・奥三河・北遠地域は、高速道路ネットワークが未形成で、ＩＣアクセスの３０分カバー圏域外である。
・北遠地域の道路は山岳部という地形のため、防災面で脆弱なネットワークである。
・県境付近では高齢化の進展等により、救急出動件数が増加傾向にあり、土砂災害等による通行止めで円
滑な救急活動に支障がある。

・三遠南信自動車道の開通後、南信州と東三河・遠州地域との企業マッチングの割合や企業立地が増加し
ている。

・平成３１年４月に水窪佐久間道路の新規事業化。
事業の進捗状況、残事業の内容等
・事業進捗率は約８７％。用地取得率は１００％。（平成３１年３月末）
・全線２７．９ｋｍのうち、２０．８ｋｍを供用済み。
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・東栄ＩＣ～鳳来峡ＩＣ間（Ｌ＝７．１ｋｍ）は、早期開通に向けて工事を推進していく。
施設の構造や工法の変更等
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。



事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道19号 瑞浪恵那道路（瑞浪～恵那武並）区分 一般国道 主体 中部地方整備局
みずなみ え な みずなみ え な たけなみ

起終点 自：岐阜県瑞浪市土岐町 延長
みずなみ と き ちよう

至：岐阜県恵那市武並町 ８．２km
え な たけなみちよう

事業概要

一般国道19号瑞浪恵那道路（瑞浪～恵那武並）は、岐阜県瑞浪市土岐町から恵那市武並町に至る延長
みずなみ え な みずなみ え な たけなみ みずなみ と き ちよう え な たけなみちよう

８．２kmの道路である。

本道路は、一般国道19号の交通の安全性と物流の安定性の確保により、沿線地域における生活・産業活

動を支援するとともに、速達性・定時性の確保等により、リニア開業を見据えた広域観光連携や、円滑な

企業活動、新たな企業立地の進展による民間投資の促進、新たな雇用の創出等を支援するものである。

Ｈ２７年度事業化 Ｈ２６年度都市計画決定 Ｈ２８年度用地着手 Ｈ２９年度工事着手

全体事業費 ２４５億円 事業進捗率 約７％ 供用済延長 ０km

（平成３１年３月末時点）

計画交通量 ２１，３００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．９ 366/396 億円 742/742 億円 令和元年

（１．５） 事 業 費：294/324億円 走行時間短縮便益：685/685億円

(残事業) ２．０ 維持管理費 72/ 72億円 走行経費減少便益： 48/ 48億円

（１．７） 交通事故減少便益：8.0/8.0億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.8～1.9(交通量 ±10%)【残事業】交通量 ：B/C＝2.0～2.1(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.7～2.0(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝1.9～2.2(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝1.8～1.9(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝1.9～2.2(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・リニア岐阜県駅(仮称)の東西アクセス軸を強化する路線である。

②国土・地域ネットワークの構築

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

③個性ある地域の形成

・主要な観光地（恵那峡等）へのアクセス向上が期待される。

④災害への備え

・第一次緊急輸送道路の中央自動車道と現道の代替路線を形成する。

⑤地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑥生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見

岐阜県知事の意見：

・対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

・一般国道１９号瑞浪恵那道路は、岐阜県リニア中央新幹線活用戦略において、リニア岐阜県駅へのア

クセス道路として、２０２７年の名古屋開業を見据えて整備する第一次整備計画道路に位置付けられ

ており、リニア中央新幹線の開業効果を県内全域に最大限波及させるために、重要な道路と考えてい

ることから、引き続き早期供用に向けた事業の推進をお願いします。

・事業費については、最新技術の活用も含めて、徹底したコスト縮減をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・瑞浪恵那道路沿線に新たな工業団地（恵那西工業団地）が開発され令和３年１２月完成予定。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・瑞浪～恵那武並の事業進捗率は約７％、用地取得率は約３１％。（平成３１年３月末）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・周辺環境の変化等を踏まえ、早期開通を目指し整備を実施していく。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道19号 瑞浪恵那道路（恵那工区） 区分 一般国道 主体 中部地方整備局
みずなみ え な え な

起終点 自：岐阜県恵那市武並町 延長
え な たけなみちよう

至：岐阜県恵那市長島町 ４．３km
え な おさしまちよう

事業概要

一般国道19号瑞浪恵那道路（恵那工区）は、岐阜県恵那市武並町から恵那市長島町に至る延長４．３
みずなみ え な え な え な たけなみちよう え な おさしまちよう

kmの道路である。

本道路は、一般国道19号の交通の安全性と物流の安定性の確保により、沿線地域における生活・産業活

動を支援するとともに、速達性・定時性の確保等により、リニア開業を見据えた広域観光連携や、円滑な

企業活動、新たな企業立地の進展による民間投資の促進、新たな雇用の創出等を支援するものである。

Ｈ３０年度事業化 Ｈ２６年度都市計画決定

全体事業費 約１７０億円 事業進捗率 約１％ 供用済延長 ０km

（平成３１年３月末時点）

計画交通量 ２５，６００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．９ 366/396 億円 742/742 億円 令和元年

（２．２） 事 業 費：294/324億円 走行時間短縮便益：685/685億円

(残事業) ２．０ 維持管理費： 72/ 72億円 走行経費減少便益： 48/ 48億円

（２．２) 交通事故減少便益：8.0/8.0億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.8～1.9(交通量 ±10%)【残事業】交通量 ：B/C＝2.0～2.1(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.7～2.0(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝1.9～2.2(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝1.8～1.9(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝1.9～2.2(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・リニア岐阜県駅(仮称)の東西アクセス軸を強化する路線である。

②国土・地域ネットワークの構築

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

③個性ある地域の形成

・主要な観光地（恵那峡等）へのアクセス向上が期待される。

④災害への備え

・第一次緊急輸送道路の中央自動車道と現道の代替路線を形成する。

⑤地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑥生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見

岐阜県知事の意見：

・対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

・一般国道１９号瑞浪恵那道路は、岐阜県リニア中央新幹線活用戦略において、リニア岐阜県駅へのア

クセス道路として、２０２７年の名古屋開業を見据えて整備する第一次整備計画道路に位置付けられ

ており、リニア中央新幹線の開業効果を県内全域に最大限波及させるために、重要な道路と考えてい

ることから、引き続き早期供用に向けた事業の推進をお願いします。

・事業費については、最新技術の活用も含めて、徹底したコスト縮減をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・瑞浪恵那道路沿線に新たな工業団地（恵那西工業団地）が開発され令和３年１２月完成予定。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・恵那工区の事業進捗率は約１％、用地取得率は０％。（平成３１年３月末）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・周辺環境の変化等を踏まえ、早期開通を目指し整備を実施していく。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道４７５号 事業 一般国道 事業 国土交通省

東海環状自動車道（土岐～関） 区分 主体 中部地方整備局
とうかいかんじょう と き せき

中日本高速道路（株）

起終点 自：岐阜県土岐市土岐津町 延長 ３９．０km
と き と き つ

至：岐阜県関市広見
せき ひ ろ み

事業概要

一般国道475号 東海環状自動車道は、愛知県豊田市を起点とし、愛知県瀬戸市、岐阜県岐阜市及び大垣市

等の主要都市を経て三重県四日市市に至る延長約153kmの高規格幹線道路（一般国道の自動車専用道路）で

ある。

本事業は、東海環状自動車道の一部を構成しており、中京圏の放射状道路ネットワークを環状道路で結

び、広域ネットワークを構築することによる、環状道路内の渋滞緩和、地域経済の活性化、観光産業の支

援、災害に強い道路機能の確保を目的に計画された道路である。

Ｈ元年度事業化 Ｈ元年度都市計画決定 Ｈ２年度用地着手 Ｈ８年度工事着手

全体事業費 ４，０００億円 事業進捗率 約７５％ 供用済延長 ３９．０km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 ２７，７００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.4 3,965/ 16,603億円 12,679/ 23,163億円 令和元年

（2.1） 事 業 費:3,378/15,599億円 走行時間短縮便益:11,589/21,003億円

(残事業) 3.2 維持管理費: 587/1,004億円 走行経費減少便益： 852/ 1,680億円

（3.7） 交通事故減少便益： 238/ 480億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝ 1.3～ 1.5(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝ 2.9～ 3.5(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝ 1.4～ 1.4(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝ 2.9～ 3.5(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝ 1.3～ 1.4(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝ 3.2～ 3.3(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・環状道路内の高速道路等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・環状道路内の高速道路等の混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。

・中部国際空港へのアクセス向上が見込まれる。

②物流効率化の支援

・名古屋港、四日市港へのアクセス向上が見込まれる。

③都市の再生

・都市再生プロジェクトを支援する事業である。

・名古屋大都市圏の環状道路を形成する事業である。

④国土・地域ネットワークの構築

・当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する。

・当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する。

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

⑤個性ある地域の形成

・拠点開発プロジェクトを支援する。

・ＩＣからのアクセスが向上する主要な観光地(東濃・中濃地域)が存在する。

⑥安全で安心できるくらしの確保

・三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。

⑦安全な生活環境の確保

・環状道路内側に死傷事故率が500件/億台キロ以上である区間が存する場合において、交通量の減少等に

より、当該区間の安全性の向上が期待できる。



⑧災害への備え

・第一次緊急輸送路として位置付けられている。

・緊急輸送道路が通行止めになった場合に、大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。

⑨地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑩生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。・SPM排出量の削減が見込まれる。・夜間騒音値の低減が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見

岐阜県知事の意見：

対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

なお、今後の事業の実施にあたっては、以下の内容についてご配慮願います。

・東海環状自動車道は、首都圏と近畿圏、日本海側圏域と太平洋側圏域を結ぶロータリーとして機能

し、東海地方のみならず日本の経済や産業を支える重要な社会基盤です。

・土岐JCT～美濃加茂IC間については、時間信頼性の確保および事故防止等の観点から、早期に

４車線化の事業化をお願いします。また、美濃加茂IC～関広見IC間の４車線化についても早期

事業化をお願いします。

・事業費については、最新技術の活用も含めて徹底した縮減をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・東海環状自動車道東回り全線着工後、沿線工業団地の従業者数が約２．６万人増加した。

・南海トラフ巨大地震等の大規模災害に備え、中部版「くしの歯作戦」が策定された。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成元年度に事業化、用地取得率１００％、事業進捗率約７５％（平成３１年３月末時点）

・平成３０年度まで：土岐ＪＣＴ～関広見ＩＣ 延長３６．１ｋｍ（２／４）全線開通

土岐南多治見ＩＣ～土岐ＪＣＴ 延長２．９ｋｍ（４／４）部分開通

美濃関ＪＣＴ 延長２．４ｋｍ 開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・早期整備効果発現のためネットワークの接続状況を踏まえつつ、４車線化に向けて順次事業を進めてい

く。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道４７５号 事業 一般国道 事業 国土交通省

東海環状自動車道（関～養老） 区分 主体 中部地方整備局
とうかいかんじょう せき ようろう

中日本高速道路（株）

起終点 自：岐阜県関市広見 延長
せき ひ ろ み

至：岐阜県養老郡養老町大跡 ４４．２km
ようろう ようろう おおあと

事業概要

一般国道475号 東海環状自動車道は、愛知県豊田市を起点とし、愛知県瀬戸市、岐阜県岐阜市及び大垣市

等の主要都市を経て三重県四日市市に至る延長約１５３kmの高規格幹線道路（一般国道の自動車専用道路）で

ある。

本事業は、東海環状自動車道の一部を構成しており、中京圏の放射状道路ネットワークを環状道路で結

び、広域ネットワークを構築することによる、環状道路内の渋滞緩和、地域経済の活性化、観光産業の支

援、災害に強い道路機能の確保を目的に計画された道路である。

Ｈ６年度事業化 Ｈ８年度都市計画決定 Ｈ１３年度用地着手 Ｈ１９年度工事着手

全体事業費 ６，０７５億円 事業進捗率 約７６％ 供用済延長 １６．７km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 ２７，２００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.4 3,965/ 16,603億円 12,679/ 23,163億円 令和元年

（1.4） 事 業 費：3,378/15,599億円 走行時間短縮便益：11,589/21,003億円

(残事業) 3.2 維持管理費：587/1,004億円 走行経費減少便益： 852/ 1,680億円

（4.7） 交通事故減少便益： 238/ 480億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝ 1.3～ 1.5(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝ 2.9～ 3.5(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝ 1.4～ 1.4(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝ 2.9～ 3.5(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝ 1.3～ 1.4(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝ 3.2～ 3.3(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・環状道路内の高速道路等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・環状道路内の高速道路等の混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。

・中部国際空港へのアクセス向上が見込まれる。

②物流効率化の支援

・名古屋港、四日市港へのアクセス向上が見込まれる。

③都市の再生

・都市再生プロジェクトを支援する事業である。

・名古屋大都市圏の環状道路を形成する事業である。

④国土・地域ネットワークの構築

・当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する。

・当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する。

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

⑤個性ある地域の形成

・拠点開発プロジェクトを支援する。

・ＩＣからのアクセスが向上する主要な観光地(岐阜・西濃地域)が存在する。

⑥安全で安心できるくらしの確保

・三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。

⑦安全な生活環境の確保

・環状道路内側に死傷事故率が500件/億台キロ以上である区間が存する場合において、交通量の減少等に

より、当該区間の安全性の向上が期待できる。



⑧災害への備え

・第一次緊急輸送路として位置付けられている。

・緊急輸送道路が通行止めになった場合に、大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。

⑨地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑩生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。・SPM排出量の削減が見込まれる。・夜間騒音値の低減が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見

岐阜県知事の意見：

対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

なお、今後の事業の実施にあたっては、以下の内容についてご配慮願います。

・東海環状自動車道は、首都圏と近畿圏、日本海側圏域と太平洋側圏域を結ぶロータリーとして機能

し、東海地方のみならず日本の経済や産業を支える重要な社会基盤です。

・山県IC～大野神戸IC間については、開通見通しのとおり令和６年度までの開通に向け事業を推進

されるとともに、可能な限り前倒しでの供用をお願いします。

・事業費については、今回の見直しによる増加額が非常に大きいことから、財政投融資の活用等に

より整備財源を確保されるとともに、最新技術の活用を含めて徹底した縮減をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・東海環状自動車道東回り全線着工後、沿線市町の製造業従業者数が約２．６万人増加した。

・南海トラフによる巨大地震等の大規模災害に備え、中部版「くしの歯作戦」が策定された。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成６年度に事業化、用地取得率１００％、事業進捗率約７６％（平成３１年３月末時点）

・平成２４年度：大垣西ＩＣ～養老ＪＣＴ 延長６．０ｋｍ（２／４）部分開通

・平成２９年度：養老ＪＣＴ～養老ＩＣ 延長３．１ｋｍ（２／４）部分開通

・令和元年度 ：大野神戸ＩＣ～大垣西ＩＣ 延長７．６ｋｍ（２／４）部分開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・早期整備効果発現のためネットワークの接続状況を踏まえつつ、全線開通に向けて順次事業を進めてい

く。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道４７５号 事業 一般国道 事業 国土交通省

東海環状自動車道（養老～北勢） 区分 主体 中部地方整備局
とうかいかんじょう ようろう ほくせい

中日本高速道路(株)

起終点 自：岐阜県養老郡養老町大跡 延長 １８．０km
ようろう ようろう おおあと

至：三重県いなべ市北勢町阿下喜
ほくせい あ げ き

事業概要

一般国道４７５号東海環状自動車道は、愛知県豊田市を起点とし、愛知県瀬戸市、岐阜県岐阜市及び大

垣市等の主要都市を経て三重県四日市市に至る延長約１５３kmの高規格幹線道路（一般国道の自動車専用

道路）である。

本事業は、中京圏の放射状道路ネットワークを環状で結び、広域ネットワークを構築することによる、

環状道路内の渋滞緩和、沿線地域の地域産業・観光産業の支援、災害に強い道路機能の確保を目的に計画

された道路である。

Ｈ１０年度事業化 Ｈ１９年度都市計画決定 Ｈ２５年度用地着手 Ｈ２６年度工事着手

全体事業費 １，５００億円 事業進捗率 約９％ 供用済延長 ０．０ｋｍ

（平成31年3月末時点）

計画交通量 １９，０００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．４ 3,965/16,603億円 12,679/23,163億円 令和元年

（２．３） 事業費： 3,378/15,599億円 走行時間短縮便益：11,589/21,003億円

(残事業) ３．２ 維持管理費：587/1,004億円 走行経費減少便益： 852/ 1,680億円

（２．９） 交通事故減少便益： 238/ 480億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝1.3～1.5 (交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝2.9～3.5(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.4～1.4 (事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝2.9～3.5(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝1.3～1.4 (事業期間±20%) 事業期間：B/C＝3.2～3.3(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・第一種空港（中部国際空港）へのアクセス向上が見込まれる。

②物流効率化の支援

・国際拠点港湾の（名古屋港、四日市港）へのアクセス向上が見込まれる

③都市の再生

・都市再生プロジェクトを支援する事業である（第二次決定、平成１３年８月２８日）

・三大都市圏環状道路（東海環状自動車道）を支援する事業である

④国土・地域ネットワークの構築

・地方生活圏中心都市（四日市市⇔大垣市）を高規格道路で連絡する。

・二次生活圏中心都市（桑名市⇔大垣市）を最短時間で連絡する。

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

⑤個性ある地域の形成

・拠点開発プロジェクト（アジアＮｏ.1航空宇宙産業クラスター形成特区）を支援する。

・主要な観光地（ナガシマリゾート、多度大社）へのアクセス向上が期待される。

⑥安心できるくらしの確保

・三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。

⑦災害への備え

・第一次緊急輸送道路として位置付けられている。

・緊急輸送路通行止めになった場合にが大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。

・冬期交通障害区間（主要地方道南濃北勢線(岐阜県道・三重県道25号線)）の代替路を形成する。

⑧地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。



⑨生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見

岐阜県知事の意見：

対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

なお、今後の事業の実施にあたっては、以下の内容についてご配慮願います。

・東海環状自動車道は、首都圏と近畿圏、日本海側圏域と太平洋側圏域を結ぶロータリーとして機能

し、東海地方のみならず日本の経済や産業を支える重要な社会基盤です。

・当該区間については、早期全線開通に向け、開通見通しを示したうえで整備の推進をお願いします。

・事業費については、中京圏の高速道路料金の見直しや、財政投融資の活用により整備財源を確保

されるとともに、最新技術の活用も含めて徹底した縮減をお願いします。

三重県知事の意見：

対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

東海環状自動車道は、我が国のものづくり産業の中心である中京圏のポテンシャルを飛躍的に

高めるとともに、災害に強い道路として円滑かつ迅速な復旧・復興を可能にする極めて重要な道路です。

ものづくり中京圏の一翼を担う三重県産業の生産性向上に寄与するとともに、新たな企業立地による

更なる地域経済の活性化等様々な効果が期待されます。

今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、全線開通に向け早期整備を進めていただくと

ともに、将来を見据えた地域づくりを後押しできるよう開通見通しの早期公表をお願いいたします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・東海環状自動車道東回り全線着工後、沿線市町の製造業従業者数が約２．６万人増加した。

・南海トラフによる巨大地震等の大規模災害に備え、中部版「くしの歯作戦」が策定された。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成１０年度に事業化、用地取得率約９０％、事業進捗率約９％（平成３１年３月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・早期整備効果発現のためネットワークの接続状況を踏まえつつ、全線開通に向けて順次事業を進めてい

く。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。



事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 一般国道４７５号 事業 一般国道 事業 国土交通省

東海環状自動車道 （北勢～四日市） 区分 主体 中部地方整備局
とうかいかんじょう ほくせい よっかいち

中日本高速道路(株)

起終点 自：三重県いなべ市北勢町阿下喜 延長 １４．４km
ほくせい あ げ き

至：三重県四日市市北山町
よっかいち きたやま

事業概要

一般国道４７５号東海環状自動車道は、愛知県豊田市を起点とし、愛知県瀬戸市、岐阜県岐阜市及び大

垣市等の主要都市を経て三重県四日市市に至る延長約１５３kmの高規格幹線道路（一般国道の自動車専用

道路）である。

本事業は、中京圏の放射状道路ネットワークを環状で結び、広域ネットワークを構築することによる、

環状道路内の渋滞緩和、沿線地域の地域産業・観光産業の支援、災害に強い道路機能の確保を目的に計画

された道路である。

Ｈ２年度事業化 Ｈ３年度都市計画決定 Ｈ５年度用地着手 Ｈ９年度工事着手

全体事業費 １，６３９億円 事業進捗率 約９４％ 供用済延長 ７．８km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 ２９，６００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．４ 3,965/16,603億円 12,679/23,163億円 令和元年

（１．８） 事 業 費 ：3,378/15,599億円 走行時間短縮便益：11,589/21,003億円

(残事業) ３．２ 維持管理費： 587/ 1,004億円 走行経費減少便益： 852/1,680億円

(８．４) 交通事故減少便益： 238/ 480億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝1.3～1.5 (交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝2.9～3.5(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.4～1.4 (事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝2.9～3.5(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝1.3～1.4 (事業期間±20%) 事業期間：B/C＝3.2～3.3(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・第一種空港（中部国際空港）へのアクセス向上が見込まれる。

②物流効率化の支援

・国際拠点港湾の（名古屋港、四日市港）へのアクセス向上が見込まれる。

③都市の再生

・都市再生プロジェクトを支援する事業である（第二次決定、平成１３年８月２８日）

・三大都市圏環状道路（東海環状自動車道）を支援する事業である。

④国土・地域ネットワークの構築

・地方生活圏中心都市（四日市市⇔大垣市）を高規格道路で連絡する。

・二次生活圏中心都市（桑名市⇔大垣市）を最短時間で連絡する。

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

⑤個性ある地域の形成

・拠点開発プロジェクト（アジアＮｏ.1航空宇宙産業クラスター形成特区）を支援する。

・主要な観光地（ナガシマリゾート、多度大社）へのアクセス向上が期待される。

⑥安心できるくらしの確保

・三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。

⑦災害への備え

・第一次緊急輸送道路として位置付けられている。

・緊急輸送路通行止めになった場合にが大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。

・冬期交通障害区間（主要地方道南濃北勢線(岐阜県道・三重県道25号線)）の代替路を形成する。

⑧地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。



⑨生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見

三重県知事の意見：

対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。

東海環状自動車道は、我が国のものづくり産業の中心である中京圏のポテンシャルを飛躍的に

高めるとともに、災害に強い道路として円滑かつ迅速な復旧・復興を可能にする極めて重要な道路です。

ものづくり中京圏の一翼を担う三重県産業の生産性向上に寄与するとともに、新たな企業立地による

更なる地域経済の活性化等様々な効果が期待されます。

今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、公表されている大安IC～北勢IC間の2024年度

供用を一日も早く実現されるよう、事業の確実な推進をお願いいたします。

なお、事業費については、最新の技術の活用も含め徹底したコスト縮減をお願いいたします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・東海環状自動車道東回り全線着工後、沿線市町の製造業従業者数が約２．６万人増加した。

・南海トラフによる巨大地震等の大規模災害に備え、中部版「くしの歯作戦」が策定された。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成２年度に事業化、用地取得率約９９％、事業進捗率約９４％（平成３１年３月末時点）

・平成２８年度まで：東員ＩＣ～新四日市ＪＣＴ 延長１．４ｋｍ（２／４）部分開通

・平成３０年度：大安ＩＣ～東員ＩＣ 延長６．４ｋｍ（２／４）部分開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・早期整備効果発現のためネットワークの接続状況を踏まえつつ、全線開通に向けて順次事業を進めてい

く。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



 

 

再評価結果（令和２年度事業継続箇所） 

                                担 当 課：道路局 国道・技術課 
                                担当課長名：奥村 康博      
 

事業名 一般国道１号 

東駿河 E

ひがしするが

AA E湾E

わん

AA E環状 E

かんじょう

A道路（ A E沼津E

ぬ ま づ

AA E岡宮 E

おかのみや

A～A E愛E

あし

AA E鷹E

たか

A） 

事業 

区分 

  

一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点   自：静岡県 A E沼津 E

ぬ ま づ

A市 A E岡宮 E

おかのみや

 

  至：静岡県 A E沼津 E

ぬ ま づ

A市 A E東椎路 E

ひがししいじ

 

延長  

２．６km 
事業概要  
   「東駿河湾環状道路（函南塚本～沼津岡宮）」と連続する一般国道1号東駿河湾環状道路（沼津岡宮～
愛鷹）は、静岡県沼津市岡宮～静岡県沼津市東椎路までの延長2.6kmの自動車専用道路である。沼津都市圏
における現道1号や周辺の道路にまで及ぶ慢性的な渋滞の緩和、災害に強い緊急輸送ネットワークの構築を
主な目的に計画された道路である。本道路の整備により、安心安全な道路ネットワークづくりや地域相互
の広域的な連携強化を推進し、活気ある一体的な圏域作りを支援する。 
H27年度事業化 S62年度都市計画決定 Ｒ１年度用地着手 工事未着手 
全体事業費 ２３０億円 事業進捗率 

（平成31年3月末時点） 
約２％ 供用済延長 

 
０．０km 

 
計画交通量   １６，２００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体)  １．６ 
 
(残事業)   １．６ 

    178/187億円 
 事 業 費：164/172億円 
 維持管理費： 14/ 14億円 

    292/292億円 
 走行時間短縮便益： 239/239億円 
 走行経費減少便益：  39/ 39億円 
 交通事故減少便益：  14/ 14億円 

 令和元年 

感度分析の結果  
（事業全体）交通量 ：B/C=1.5～1.6(交通量±10%)（残事業）交通量  ：B/C=1.6～1.6(交通量±10%) 
       事業費 ：B/C=1.4～1.7(事業費±10%)         事業費  ：B/C=1.5～1.8(事業費±10%) 
       事業期間：B/C=1.5～1.6(事業期間±20%)       事業期間：B/C=1.5～1.7(事業期間±20%) 

事業の効果等   
①円滑なモビリティの確保 
・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。 
・現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。 
・現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線(富士急シティバス、東海バスオレ
ンジシャトル、ミューバス)が存在する。 
②個性ある地域の形成 
・拠点開発プロジェクト（ららぽーと沼津）へのアクセスを支援する。 
・主要な観光地（沼津市、三島市）へのアクセス向上が見込まれる。 
③安全で安心できるくらしの確保 
・三次医療施設（沼津市立病院）へのアクセス向上が見込まれる。 
④災害への備え 
・東駿河湾環状道路（沼津岡宮～愛鷹）と並行する国道1号が第一次緊急輸送道路となっている。 
・第1次緊急輸送路の３路線（東名高速道路、新東名高速道路、国道１号）の代替路線として機能する。 
⑤地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑥生活環境の改善・保全 
・NO2排出量の削減が見込まれる。 
・SPM排出量の削減が見込まれる。 
⑦他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関係 
・沼津市道路整備プログラム（都市計画道路 東駿河湾環状道路）に位置づけあり。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

関係する地方公共団体等の意見  
静岡県知事の意見： 

本事業は、沼津市岡宮から同市東椎路に至る区間の道路事業であり、東名高速道路や伊豆縦貫自動車
道と接続する道路ネットワークを形成することにより、国道１号とその周辺道路の慢性的な渋滞の緩和
及び交通事故の削減、災害時の救援活動の支援や、観光・物流産業の活性化といったストック効果が期
待され、当該地域の発展に寄与する、大変重要な事業です。 

  効果の早期発現が図られるよう、引き続き必要な予算の確保とコスト縮減の徹底に努め、事業を推進
するようお願いします。 

  なお、各年度の事業実施に当たっては、引き続き県と十分な調整をお願いします。 
事業評価監視委員会の意見  
・「事業継続」することは「妥当」である。 
 
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
・平成28年3月19日に東名高速道路の愛鷹パーキングエリアにスマートインターチェンジが設置される。 
・平成29年3月18日に新東名高速道路の駿河湾沼津サービスエリアにスマートインターチェンジが設置され
る。 
・平成31年1月26日に伊豆縦貫自動車道（天城北道路）が暫定2車線で開通。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  
・事業進捗率は約２％、用地取得率は０％。（平成３１年３月末時点） 
・令和元年度から用地着手 
 
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
・沼津岡宮～愛鷹間（延長2.6km）は早期開通に向けて整備を進めていく。 

施設の構造や工法の変更等  
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。 
対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  
・以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。 
事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 H29.3撮影 
※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

【東駿河湾環状道路（沼津岡宮～愛鷹）】
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再評価結果（令和２年度事業継続箇所） 

                                担 当 課：道路局 国道・技術課 
                                担当課長名：奥村 康博      
 

事業名   

 一般国道１３８号 須走 E

すばしり

A道路 

事業 

区分 

  

一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点   自：静岡県 A E駿東 E

すんとう

A郡 A E小山町 E

おやまちょう

AA E須走 E

すばしり

 

  至：静岡県 A E御殿場 E

ご て ん ば

A市 A E水土 E

み ど

AA E野 E

の

 

延長  

３．８km 
事業概要  
 一般国道１３８号須走道路は、静岡県駿東郡小山町須走から静岡県御殿場市水土野に至る延長３．８km
のバイパスである。本バイパスは、東富士五湖道路を経由して中央自動車道と新東名高速道路をつなぎ広
域ネットワークを形成するとともに、地域活性化の支援（観光）、交通渋滞の緩和、交通事故の削減、災
害に強い道路機能の強化などの効果を見込んでいる。 

Ｈ２０年度事業化 Ｈ６年度都市計画決定 
Ｈ２６年度変更 

Ｈ２４年度用地着手 Ｈ２４年度工事着手 

全体事業費 ２０８億円 事業進捗率 
(平成31年3月時点) 

 約５８％ 供用済延長 
（暫定開通含む） 

１．１km 

計画交通量   ２５，５００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体)  ２．０ 
   （２．３） 
(残事業)   ５．４ 
   （６．８） 

    200/557億円 
 事 業 費：157/514億円 
 維持管理費： 43/ 43億円 

    1088/1088億円 
 走行時間短縮便益：938/938億円 
 走行経費減少便益：127/127億円 
 交通事故減少便益： 22/ 22億円 

 令和元年 

感度分析の結果  
（事業全体）交通量 ：B/C=1.9～2.1(交通量±10%)（残事業）交通量 ：B/C=5.1～5.8(交通量±10%) 
       事業費 ：B/C=2.0～2.1(事業費±10%)        事業費  ：B/C=5.0～5.9(事業費±10%) 
       事業期間：B/C=1.8～2.3(事業期間±20%)      事業期間：B/C=4.9～6.0(事業期間±20%) 

事業の効果等   
①円滑なモビリティの確保 
・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。 
・現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。 
・現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線（富士急シティバス河口湖線）が
存在する。 
②国土・地域ネットワークの構築 
・当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間（御殿場市、小山町須走）を最短時間で連絡する路線を構成
する。 
・日常活動圏の中心都市（御殿場市、小山町須走）へのアクセス向上が見込まれる。 
③個性ある地域の形成 
・拠点開発プロジェクト（富士御殿場工業団地、東富士リサーチパーク）へのアクセスを支援する。 
・大規模イベント（富士スピードウェイ）のアクセスを支援する。 
・主要な観光地（御殿場市・小山町、箱根、富士五湖、富士山）へのアクセス向上が見込まれる。 
④災害への備え 
・近隣市へのルートが１つしかなく、災害による１～２箇所の道路寸断で孤立化する集落（小山町須走地
区）を解消する。 
・第一次緊急輸送道路に定められている。 
・緊急輸送道路（東名高速道路・中央自動車道）が通行止になった場合に、大幅な迂回を強いられる区間
の代替路線を形成する。 
⑤地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑥生活環境の改善・保全 
・NO2排出量・SPM排出量の削減が見込まれる。 
⑦他のプロジェクトとの関係 
・新東名高速道路と一体的に整備する必要あり。 
 

  



 

 

関係する地方公共団体等の意見  
静岡県知事の意見： 

本事業は、静岡県と山梨県を結ぶ国道138号の駿東郡小山町須走から御殿場市水土野に至る区間のバイ
パス事業であり、東富士五湖道路を経由して中央自動車道と新東名高速道路を結ぶ広域ネットワークを
形成することにより、交通渋滞の緩和及び交通事故の削減、災害に強い道路機能の強化や、富士山周辺
の観光振興や地域活性化といったストック効果が期待され、当該地域の発展に寄与する、大変重要な事
業です。 

効果の早期発現が図られるよう、引き続き必要な予算の確保とコスト縮減の徹底に努め、事業を推進
するようお願いします。 

なお、各年度の事業実施に当たっては、引き続き県と十分な調整をお願いします。 
事業評価監視委員会の意見  
・「事業継続」することは「妥当」である。 
 
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
・新東名高速道路の延伸（2020年度開通予定）、日本最大級となるアウトレットモールの増床（2020年春
予定）により、更なる観光客の増加が見込まれ、須走道路の開通による地域経済の活性化が期待される。 
事業の進捗状況、残事業の内容等  
・事業進捗率は約５８％、用地取得率は１００％（平成３１年３月末） 
 
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
・駿東郡小山町須走～御殿場市水土野区間（延長２．７km）は、早期開通に向けて工事を推進します。 
施設の構造や工法の変更等  
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。 
対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  
 ・以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。 
事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 
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再評価結果（令和２年度事業継続箇所） 

                                担 当 課：道路局 国道・技術課 
                                担当課長名：奥村 康博      
 

事業名   

 一般国道１３８号御殿場 E

ご て ん ば

Aバイパス（西区間） 

事業 

区分 

  

一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点   自：静岡県 A E御殿場 E

ご て ん ば

A市 A E水土 E

み ど

AA E野 E

の

 

  至：静岡県 A E御殿場 E

ご て ん ば

A市 A E萩原 E

はぎはら

 

延長  

４．３km 
事業概要  
 一般国道１３８号御殿場バイパス（西区間）は、静岡県御殿場市水土野から静岡県御殿場市萩原に至る 
延長４．３kmのバイパスである。本バイパスは、東富士五湖道路を経由して中央自動車道と新東名高速道路
をつなぎ広域ネットワークを形成するとともに、地域活性化の支援（観光）、交通渋滞の緩和、交通事故の
削減、災害に強い道路機能の強化などの効果を見込んでいる。 

Ｈ１１年度事業化 Ｈ６年度都市計画決定 
Ｈ２６年度変更 

Ｈ１４年度用地着手 Ｈ２４年度工事着手 

全体事業費 ３３８億円 事業進捗率 
（平成31年3月末時点） 

約５０％ 供用済延長 
（暫定開通含む） 

１．４５km 

計画交通量   ２９，５００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体)  ２．０ 
   （２．３） 
(残事業)   ５．４ 
   （６．２） 

    200/557億円 
 事 業 費：157/514億円 
 維持管理費： 43/ 43億円 

    1088/1088億円 
 走行時間短縮便益：938/938億円 
 走行経費減少便益：127/127億円 
 交通事故減少便益： 22/ 22億円 

 令和元年 

感度分析の結果  
（事業全体）交通量 ：B/C=1.9～2.1(交通量±10%)（残事業）交通量 ：B/C=5.1～5.8(交通量±10%) 
       事業費 ：B/C=2.0～2.1(事業費±10%)        事業費  ：B/C=5.0～5.9(事業費±10%) 
       事業期間：B/C=1.8～2.3(事業期間±20%)      事業期間：B/C=4.9～6.0(事業期間±20%) 

事業の効果等   
①円滑なモビリティの確保 
・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。 
・現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。 
・現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線(富士急シティバス河口湖)が存在す
る。 
②都市の再生 
・神場南土地区画整理事業との連携あり。 
③国土・地域ネットワークの構築 
・当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間（御殿場市、小山町須走）を最短時間で連絡する路線を構成す
る。 
・日常活動圏の中心都市（御殿場市、小山町須走）へのアクセス向上が見込まれる。 
④個性ある地域の形成 
・拠点開発プロジェクト（富士御殿場工業団地、東富士リサーチパーク）へのアクセスを支援する。 
・大規模イベント（富士スピードウェイ）のアクセスを支援する。 
・主要な観光地（御殿場市・小山町、箱根、富士五湖、富士山）へのアクセス向上が見込まれる。 
⑤災害への備え 
・近隣市へのルートが１つしかなく、災害による１～２箇所の道路寸断で孤立化する集落（小山町須走地区）
を解消する。 
・第一次緊急輸送道路に定められている。 
・緊急輸送道路（東名高速道路・中央自動車道）が通行止になった場合に、大幅な迂回を強いられる区間の
代替路線を形成する。 
⑥地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑦生活環境の改善・保全 
・NO2排出量・SPM排出量の削減が見込まれる。 
・騒音レベルの改善が見込まれる。 
⑧他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関係 
・新東名高速道路と一体的に整備する必要あり。 



 

 

関係する地方公共団体等の意見  
静岡県知事の意見： 

本事業は、静岡県と山梨県を結ぶ国道138号の御殿場市水土野から同市萩原に至る区間のバイパス事業
であり、東富士五湖道路を経由して中央自動車道と新東名高速道路を結ぶ広域ネットワークを形成するこ
とにより、交通渋滞の緩和及び交通事故の削減、災害に強い道路機能の強化や、富士山周辺の観光振興や
地域活性化といったストック効果が期待され、当該地域の発展に寄与する、大変重要な事業です。 

効果の早期発現が図られるよう、引き続き必要な予算の確保とコスト縮減の徹底に努め、事業を推進す
るようお願いします。 

なお、各年度の事業実施に当たっては、引き続き県と十分な調整をお願いします。 

事業評価監視委員会の意見  
・「事業継続」することは「妥当」である。 
 
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
・新東名高速道路の延伸（2020年度開通予定）、日本最大級となるアウトレットモールの増床（2020年春予
定）により、更なる観光客の増加が見込まれ、御殿場バイパス（西区間）の開通による地域経済の活性化が
期待されます。 
事業の進捗状況、残事業の内容等  
・事業進捗率は約５０％、用地取得率は９９％（平成３１年３月末） 
 
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
・御殿場市水土野～御殿場市ぐみ沢区間（延長２．９km）は、早期開通に向けて工事を推進します。 

施設の構造や工法の変更等  
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。  

対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  
・以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。 
事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 
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再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 近畿自動車道伊勢線 名古屋環状２号線 事業 高速自動車国 事業 国土交通省
き ん き い せ な ご や

（名古屋西～飛島） 区分 道 主体 中部地方整備局
な ご や にし とびしま

中日本高速道路㈱

起終点 自：愛知県名古屋市中川区島井町 延長
あ い ち な ご や なかがわ しまいちょう

至：愛知県海部郡飛島村木場一丁目 １２．２ｋｍ
あ い ち あ ま とびしまむらきばいっちょうめ

事業概要

近畿自動車道伊勢線は、愛知県名古屋市と三重県伊勢市を結ぶ、延長約８１kmの高速自動車国道であり、

名古屋西JCTから飛島JCTまでの延長１２．２kmの区間は、名古屋環状２号線の一部区間を形成している。

本事業は、環状道路及びその内側地域での交通渋滞の緩和を図るとともに、巨大地震発生時の浸水被害

などの災害に強い道路機能の確保等を目的に計画された道路である。

Ｈ２１年度事業化 Ｓ５７年度都市計画決 Ｈ２５年度用地着手 Ｈ２４年度工事着手

定

全体事業費 ２，７２１億円 事業進捗率 約７１％ 供用済延長 ０．０km

（平成31年3月時点）

計画交通量 ２３,４００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．１ 637/2,817億円 3,180/3,180億円 令和元年

事 業 費：487/2,667億円 走行時間短縮便益：2,718/2,718億円

(残事業) ５．０ 維持管理費：150/150億円 走行経費減少便益：376/376億円

交通事故減少便益：85/85億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝1.02～1.2(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝4.5～5.5(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.1～1.2(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝4.6～5.4(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝1.1～1.1(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝5.0～5.0(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・並行区間等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・利便性の向上が期待できるバス路線が存在する。

②物流効率化の支援

・国際拠点港湾（名古屋港）へのアクセス向上が見込まれる。

③都市の再生

・都市再生プロジェクト（第２次決定、平成１３年８月２８日 大都市圏における環状道路体系の整備）

を支援する。

・三大都市圏環状道路（名古屋環状２号線）を形成する。

・区画整理（茶屋新田土地区画整理事業）と連携する。

④個性ある地域の形成

・主要な観光地（農業文化園・戸田川緑地）へのアクセス向上が見込まれる。

⑤災害への備え

・名古屋圏広域防災ネットワーク整備基本構想において、円滑な物資・人員輸送の観点から早期整備が望

まれる。

・緊急輸送道路（一般国道３０２号名古屋環状２号線）が通行止になった場合に、大幅な迂回を強いられ

る区間の代替路線を形成する。

⑥地球環境の保全

・ＣＯ２排出量の削減が見込まれる。

⑦生活環境の改善・保全

・ＮＯ２排出量の削減が見込まれる。

・ＳＰＭ排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見

愛知県知事：

「対応方針（原案）」に対して異議はありません。

近畿自動車道伊勢線 名古屋環状2号線（名古屋西～飛島）は、国際物流・交流拠点である名古屋港へ

の重要なアクセス道路であり、名古屋都市圏の環状道路の一部区間を形成する大変重要な高規格幹線道路

である。本道路が整備されることで、一般国道302号及び周辺道路における交通渋滞が緩和し、物流が効

率化することとなり、本県における生産性革命が実現する。また、周辺には海抜ゼロメートル地帯が広が

っており、発生が危惧される南海トラフ地震等の大規模災害時には、緊急輸送道路としての機能も有し、

地域の安全・安心、国土強靱化の観点からも重要な道路である。そのため、未開通区間である名古屋西JC

T～飛島JCT（仮称）間の工事を推進し、一日も早い開通をお願いしたい。

なお、事業実施にあたりましては、一層のコスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努められる

ようお願いしたい。

名古屋市長：

本事業は、中部国際空港、名古屋港へのアクセスに重要な事業であるとともに、海抜ゼロメートル地帯

における緊急輸送道路の機能を確保する役割を果たす重要な事業であることから、一日も早い開通をお願

いします。

なお、事業費については、市の負担増とならないよう、コスト縮減を図るとともに、有料道路事業の活用

をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・環状道路の内側及び国道３０２号の交通混雑

・物流交通が多い名古屋港と愛知県北部方面を結ぶ物流ネットワークの強化が必要

・災害時に南北方向を結ぶ緊急輸送道路網の強化が必要

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成２１年度に事業化、用地取得率１００％、事業進捗率約７１％。（平成３１年３月末時点）

・平成２４年度より工事に着手、平成２７年度までに用地取得済。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・名古屋市中川区島井町～海部郡飛島村木場一丁目（延長１２．２ｋｍ）は、迅速かつ円滑な物流の実現

などのため、早期開通に向けて整備を進めていく。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。



事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。

近畿自動車道伊勢線
名古屋環状２号線
（名古屋西～飛島）

近畿自動車道伊勢線
名古屋環状２号線
（名古屋西～飛島）
延長１２.２ｋｍ



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道２３号 蒲 郡バイパス 区分 一般国道 主体 中部地方整備局
がまごおり

起終点 自：愛知県豊川市為 当 町 延長
あ い ち とよかわ ためとうちょう

至：愛知県額田郡幸田町芦谷 １５．０km
あ い ち ぬ か た こうたちょうあしのや

事業概要

一般国道２３号名豊道路は、愛知県豊橋市と豊明市を結び、沿線の８市１町を通過する延長７２．７km

の大規模バイパス事業で、地域高規格道路として整備している。

一般国道２３号蒲郡バイパスは、地域高規格道路名豊道路の一部を構成し、交通渋滞の緩和、物流効率

化、災害に強い道路機能の確保等を目的とした延長１５．０kmのバイパス事業である。

Ｈ９・Ｈ１９年度 Ｈ３年度 都市計画決定 Ｈ１５年度用地着手 Ｈ１８年度工事着手

事業化

全体事業費 １，３０７億円 事業進捗率 約６０％ 供用済延長 ５．９km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 ６２，１００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) ３．１ 507/1,428億円 4,450/4,450億円 令和元年

事 業 費：416/1,336億円 走行時間短縮便益：4,134/4,134億円

(残事業) ８．８ 維持管理費： 91/ 91億円 走行経費減少便益： 273/ 273億円

交通事故減少便益： 43/ 43億円

感度分析の結果

（事業全体）交通量 ：B/C= 2.8～3.4 (交通量 ±10%)（残事業）交通量 ：B/C=7.9～9.7 (交通量 ±10%)

事業費 ：B/C= 3.0～3.2 (事業費 ±10%) 事業費 ：B/C=8.1～9.6 (事業費 ±10%)

事業期間：B/C= 2.9～3.3 (事業期間±20%) 事業期間：B/C=8.4～9.2 (事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線（名鉄バス）が存在する。

・空港（中部国際空港）へのアクセス向上が見込まれる。

②物流効率化の支援

・重要港湾もしくは特定重要港湾（三河港）へのアクセス向上が見込まれる。

③都市の再生

・区画整理（蒲郡蒲南地区、蒲郡中部地区、蒲郡駅南地区）等の沿道まちづくりとの連携がある。

④国土・地域ネットワークの構築

・地域高規格道路「名豊道路」の一部として、全区間が指定されている。

⑤個性ある地域の形成

・拠点開発プロジェクト（東三河地方拠点都市地域基本計画）、地域連携プロジェクト（国際自動車産業

交流都市計画）を支援する。

・主要な観光地（ラグーナテンボス）へのアクセス向上が期待される。

⑥安全で安心できるくらしの確保

・三次医療施設（豊橋市民病院）へのアクセス向上が見込まれる。

⑦災害への備え

・第一次緊急輸送道路（愛知県地域防災計画より）として位置づけられている。

・緊急輸送道路（国道1号）が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する

⑧地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑨生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等：

１０市１町から構成される名豊道路建設推進協議会が早期整備を要望。

国道２３号蒲郡バイパス建設推進協議会が早期整備を要望。

愛知県知事の意見：

○「対応方針（原案）」に対して異議はありません。

一般国道２３号 蒲郡バイパスは、完成自動車の国際海上輸送のハブ港である三河港と輸送機器等の生

産拠点とを結ぶ本県の重要な東西軸である名豊道路の一部を構成している。本道路が整備されることで、

蒲郡市街地など周辺地域の渋滞が緩和し、物流の効率化が期待される。また、発生が危惧される南海トラ

フ地震等の大規模災害時には、緊急輸送道路としての機能も有し、地域の安全・安心、国土強靱化の観点

からも重要な道路である。そのため、未開通区間である豊川為当ＩＣ～蒲郡ＩＣ間の工事を推進し、早期

に開通見通しを公表するとともに、一日も早い開通をお願いしたい。

なお、事業実施にあたりましては、一層のコスト縮減を図るなど、より効率的な事業推進に努められる

ようお願いしたい。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・蒲郡市街地を通過する国道２３号や、蒲郡バイパスに並行する国道１号では、渋滞損失時間が愛知県平

均を大きく超える区間が存在し、交通渋滞が著しい状況である。

・三河地域は、東海・東南海地震等の大規模地震の発生が予測される地域である。

・三河地域は、愛知県の輸送機械出荷額の約３割を占める、自動車産業の一大集積地である。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・事業進捗率は約６０％（平成３１年３月末）。用地取得率は約９８％（平成３１年３月末）。

・蒲郡ＩＣ～幸田芦谷ＩＣ間（延長５．９ｋｍ）は、平成２５年度に暫定２車線供用済み。

・豊川為当ＩＣ～蒲郡ＩＣ間（延長９．１ｋｍ）について、設計協議、用地買収を推進し、工事を推進す

る。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・豊川為当ＩＣ～蒲郡市ＩＣ間（延長９．１ｋｍ）について、早期暫定２車線供用を目指し、調査設計、

用地買収、工事を推進する。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。



事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道４１号 名濃バイパス 区分 一般国道 主体 中部地方整備局
めいのう

起終点 自：愛知県小牧市村中 延長
こ ま き むらなか

至：愛知県犬山市五郎丸 ７．０km
いぬやま ごろうまる

事業概要

一般国道４１号名濃バイパスは、愛知県小牧市村中から犬山市五郎丸へ至る延長７．０ｋｍのバイパス

であり、交通渋滞の緩和、周辺住民や沿線に立地する大規模事業所の高速道路への利便性向上、観光支援

を目的に計画された道路である。

名濃バイパスは、名神高速や名古屋高速へのアクセス道路で、交通集中による渋滞が発生するとともに、

企業活動にも支障をきたしているなどの多くの課題があり、本事業は、課題解決のために６車線化整備す

ることで、交通の円滑化、物流の効率化等の効果を見込んでいる。

Ｈ２５年度事業化 Ｓ４５年度都市計画決定 Ｈ－年度用地着手 Ｈ２６年度工事着手

全体事業費 １３５億円 事業進捗率 約５４％ 供用済延長 ３．６km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 ５５，７００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/（事業全体） 総便益 (残事業)／（事業全体） 基準年

分析結果 (事業全体) ２．４ 83億円/153億円 361億円/361億円 令和元年

事 業 費：53億円/123億円 走行時間短縮便益：338億円/338億円

(残事業) ４．４ 維持管理費：30億円/30億円 走行経費減少便益： 23億円/23億円

交通事故減少便益：0.17億円/0.17億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝2.1～2.6(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝3.9～4.8(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝2.3～2.5(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝4.1～4.7(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝2.3～2.4(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝4.2～4.5(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。

②国土・地域ネットワークの構築

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

③個性ある地域の形成

・主要な観光地（成田山名古屋別院等）へのアクセス向上が期待される。

④無電柱化による美しい町並みの形成

・一般国道41号全線が無電柱化の対象となっている。

⑤安全で安心できるくらしの確保

・三次医療施設（小牧市民病院）へのアクセス向上が見込まれる。

⑥災害への備え

・愛知県地域防災計画における、第一次緊急輸送道路として位置づけられている。

⑦地球環境の保全

・ＣＯ２排出量の削減が見込まれる。

⑧生活環境の改善・保全

・ＮＯ２排出量の削減が見込まれる。

・ＳＰＭ排出量の削減が見込まれる。



関係する地方公共団体等の意見

愛知県知事の意見：

「対応方針（原案）」に対して、異議はありません。

一般国道４１号名濃バイパスは、名古屋市と岐阜県中濃地域とを結び、名神高速道路や名古屋高速道

路とも一体となって、広域道路ネットワークを形成する大変重要な道路である。また、地元や沿線企業

から慢性的な渋滞の緩和や物流の効率化に対する期待も大きいため、早期の６車線化完成に向け、さら

に整備を加速するとともに、電線共同溝の整備を推進すること。

なお、事業実施にあたっては、一層のコスト縮減など、より効率的な事業推進に努められたい。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・名濃バイパスの６車線未整備区間では依然として、慢性的に渋滞が発生。朝ピーク時には通勤交通と物

流交通が輻輳し、面的にエリア全体で激しい渋滞が発生。

・国道４１号沿線地域には、交通の利便性を活かし、国内有数の製造業・運送会社等の大規模事業所が多

数立地、さらなる企業進出が予定されており、名神高速小牧ＩＣへのアクセス時間の短縮、速達性の性向

上が、物流活動の効率化に大いに貢献。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・事業進捗率は約５４％、用地取得率は１００％（平成３１年３月末時点）

・小牧市村中～小牧市横内（延長１．３ｋｍ）は、平成３０年２月に６車線開通済み。

・小牧市横内～大口町新宮（延長１．１ｋｍ）は、令和元年５月に６車線開通済み。

・大口町新宮～大口町中小口（延長１．２ｋｍ）は、令和元年８月に６車線開通済み。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・大口町中小口～犬山市五郎丸（延長３．４ｋｍ）について、早期開通に向けて工事を推進していく。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。

 
国道41号名濃ﾊﾞｲﾊﾟｽ

（6車線化）

位置図



再評価結果（令和２年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：奥村 康博

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道３０２号 名古屋環状２号線 区分 主体 中部地方整備局
な ご や

起終点 自：愛知県名古屋市中川区富田町 延長 ５８．６
な ご や なかがわ とみたちょう

至：愛知県名古屋市中川区富田町 km
な ご や なかがわ とみたちょう

事業概要

一般国道３０２号名古屋環状２号線は、愛知県名古屋市中川区富田町から愛知県名古屋市中川区富田町

に至る延長５８．６ｋｍ（海上部除く）の道路である。

本事業は、環状道路及びその内側地域での交通渋滞の緩和を図るとともに、名古屋港に集まる物流の効

率化の支援等を目的に計画された道路である。

Ｓ４６年度事業化 Ｓ５７年度都市計画決定 Ｓ４６年度用地着手 Ｓ４８年度工事着手

全体事業費 ５，７６９億円 事業進捗率 約９４％ 供用済延長 ５８．６km

（平成31年3月末時点）

計画交通量 ３２，０００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) ２．２ 349/16,073億円 1,054/35,058億円 令和元年

事 業 費：299/15,512億円 走行時間短縮便益：936/32,258億円

(残事業) ３．０ 維持管理費： 50/562億円 走行経費減少便益：105/2,577億円

交通事故減少便益：13/223億円

感度分析の結果

(事業全体) 交通量 ：B/C＝2.0～2.4(交通量 ±10%) (残事業) 交通量 ：B/C＝2.7～3.3(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝2.2～2.2(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝2.8～3.3(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝2.2～2.2(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝2.8～3.2(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

・現道における踏切交通遮断量が10,000台時/日以上の踏切道（甚目寺６号、新清洲７号、喜多山２号）

の除却が見込まれる。

・バス路線の利便性向上が見込まれる。

②物流効率化の支援

・国際拠点港湾（名古屋港）へのアクセス向上が見込まれる。

③都市の再生

・都市再生プロジェクト（第２次決定、平成１３年８月２８日 大都市圏における環状道路体系の整備）

を支援する。

・広域道路整備基本計画に位置づけのある環状道路（広域道路）を形成する。

・区画整理（茶屋新田土地区画整理事業、松河戸地区土地区画整理事業）と連携する。

④個性ある地域の形成

・主要な観光地（農業文化園・戸田川緑地）へのアクセス向上が見込まれる。

⑤無電柱化による美しい町並みの形成

・一般国道302号全線が無電柱化の対象となっている。

⑥災害への備え

・愛知県地域防災計画における、第１次緊急輸送道路として位置づけられている。

・緊急輸送道路（名古屋第二環状自動車道）が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替

路線を形成する。

⑦地球環境の保全

・ＣＯ２排出量の削減が見込まれる。

⑧生活環境の改善・保全

・ＮＯ２排出量の削減が見込まれる。

・ＳＰＭ排出量の削減が見込まれる。



⑨他のプロジェクトとの関係

・関連する大規模道路事業（近畿自動車道伊勢線名古屋環状２号線（名古屋西～飛島））と一体的に整備

する必要がある。

関係する地方公共団体等の意見

愛知県知事の意見：

「対応方針（原案）」に対して、異議はありません。

名古屋環状２号線は、国際物流・交流拠点である名古屋港への重要なアクセス道路であり、西南部・

南部区間の完成によって名古屋都市圏の環状道路としての機能が最大限に発揮される。そのため、名古

屋環状２号線（専用部）の一日も早い全線開通に向け、さらに整備を加速するとともに、一般国道３０

２号の全線４車線化及び電線共同溝の整備を推進すること。

なお、事業実施にあたっては、一層のコスト縮減など、より効率的な事業推進に努められたい。

名古屋市長の意見：

１ 「対応方針（原案）」に対して異議は、ありません。

２ 当該道路は、名古屋圏の環状道路を形成し、名古屋都心部に集中する交通を適切に分散導入する重

要な道路であるため、一日も早い４車線化をお願いします。

３ 事業実施にあたっては、一層のコスト縮減など、より効率的な事業推進に努められるようお願いし

ます。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・環状道路の内側及び国道３０２号の交通混雑

・物流交通が多い名古屋港と愛知県北部方面を結ぶ物流ネットワークの強化が必要

・新たな市街地形成の支援

事業の進捗状況、残事業の内容等

・事業進捗率は約９４％。用地取得率は１００％。（平成３１年３月時点）

・春日井市勝川町～名古屋市守山区喜多山（延長５．０ｋｍ）は、名鉄瀬戸線の立体化に向けた仮線工事

を推進。

・あま市甚目寺～清須市一場（延長５．２ｋｍ）は、名鉄本線、名鉄津島線の立体化に向けた関係機関協

議を推進。

・海部郡飛島村梅之郷～名古屋市港区春田野（延長４．２ｋｍ）は、改良工、橋梁上部工等の工事を推進。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・春日井市勝川町～名古屋市守山区喜多山（延長５．０ｋｍ）は、ボトルネックとなる１箇所の踏切の立

体化を進めるとともに４車線化整備を進めていく。

・あま市甚目寺～清須市一場（延長５．２ｋｍ）は、ボトルネックとなる２箇所の踏切の立体化を進める

とともに４車線化整備を進めていく。

・海部郡飛島村梅之郷～名古屋市港区春田野（延長４．２ｋｍ）は、専用部（近畿自動車道伊勢線）の整

備と併せて４車線化整備を進めていく。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
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